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4.1 緒言

~rhllζ 於 Ij る ill 築指造物の係ぬ~，;t 1:1.耐震設計である、と ηっても過'!1で

はない。曲l;;;設計の臼 僚としては、 IXの 3}えが堺げられる。

1.人命の炭火を紡ぐ。

2. IU ~f を保全する。

:1. J1J災・{な-a~草の S霊能をIt!ーする。

ヰのほな、設計自~を合伎がj に泌足する l\の判断基怒として、以ドのよう

な2段階の怨$が示されている.

l.ijI物が耐周年限'1]に紋組受けるであろう中程度の地震にまJしては、 ill1却

の彼自E が飽 3 される・f，なく 、終 ~11 が事E 微で 、その修復が手~ þ~ であること。

2. 札q却が刷用 ~IIN 中 iζ l 聞週うか ìQ わないかという f'Èf止にf，f， f.i.仲めて2iiい

地震にあjしては、 t荷造的にかなりの倣¥l1を受けても締わないが、伊IJ;!，は

しな t、こと。

ζ の在*防法にまJするわiJI紙 llj'都は版本的には免震Jl造にも迫 UIで喜ると考

えられる。免E主権怠に対する耐震性の判断 M噂はIXの綴に1tう乙とができる。

l. I!! 1旬が耐悶年限中に主主回受けるであろう中程度の t也震に対しては、免~

.llM(7イソレ ータと ダンパー)に過大な変形が生じず、上泌 1高込 i孟完全

に事Htiii聞に留まること。

2. ijI物が耐周年限中に j 周辺うか遭わない程度の主主い JtH'~ に対しては、免

震P.HII:I.破断に歪らず、 1'1:I危を劇'f;j，'jし、上告11~書迭は絡Iuli.J )Jにitしない

ζ と。

員:良部~~の設計では、池袋1IJによ。て系に校入されるエネルキの総用に?1

Uする ζ とで、般大変形1il、般 Jにせん韓両力係数、要求されるエネルギ吸収能

力写を好価する事が可能である。上l'.lIt，書道の設計 1:1.、免震府(S(!~磁1M が配置
された厳)の伝大せん断力に見合今た.:!I:Uを行なえば良いことにはる。.ie切に

n:tされた免祭器l材を有する.tA合の よ:'JIt書道の :9::tfflせん断力の分:{fjは、一

定と見なせる。よ古車梅造に作 1司するせん断力は、免震婚の特例ーによ勺てほほ

支配される。従うて免~ t~ .ìIiで li 、免震音11M を適切に設計する ことが段 bill
喫であり、 ζ の搬な免震情浴で 1:1.、縛めて掃な主主い地震動に丸jしでも、 l'f，fll~ 
~をほぼ仰 1生に締める役 t十が吋 1危となる。以上より、本 1;t では、免 ~ I持品1 の上
旬 t高年~ li強終的にも事ji性続四内とする司fが可能である と の な 以 か ら 、 "1こs(!

~fii の tt; 1キにi'r目して ~dHI'd色の設計について:品述していく 。
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免 震 精 進 の 地 震日寺応答評価に際しては、地震により系に役人された総ヱ不

ルギ入力 i立に着目することが合盤的である 。積層ゴ ムとダン パーを 有する免

疫構造の地震時最大変位は、免震周 WITfとダンパーのエネルギ吸収能力に依

存 している。地震荷重をエネルギ入力としてとらえれば、地震によるエネル

ギ入力量と免震層のエネルギ吸収量(積層コムの弾性エネルギとダンパーの

累積塑性歪エネノレギの和)を等世する事で、最大変位を 1ft;定できる 。

エネ ル ギ の 綬 受に基づいた耐震設計手法が秋山宏|非土により展開されて

いる 1)。これによれば、地震により系に投入されるエネルギ入力 lltは、系の 1

次固有周期 Tfと総質量 M にのみ依存する霊であること、弥笠j性系へのエネル

ギ入力は、減衰 10%の弾性系への総エネルギ入力を用いて代表することがで

きることが明らかにされている。本意でも、これに倣い、型r性]質点系(減衰

10%)の応答計算による総エネルギ入力量を周期に対して プロ y 卜したものを

エネルギ ・ス ペデトルとして用いる。図 4.1は、地震応答計算に用い られる主

な地震波(付録 6参照)のエネルギ・スペクトルである。縦軸は、総エネルギ入

力Eの速度換算値 Ve(={2研Z)で 表 さ れ て い る o エネルギ スペクトルの形

状は、各地震波の震源特性や観 nllJされた地盤等の影響 を 受 け 、 山 と 谷 を 併 せ

もつ、復雑な形となっている。しかし、耐震設計用のエネルギ・スベクトノレと

しては、スベクトルの山や谷を含まず、長周期領域に於いても、エネルギ入力

が一定値を保つよう な 、 パ イ リ ニ ア 型 の ス ベ ク ト ルを用いるべきである 。

免震構造は、その構造システムが明快である為に 、地震応答解析に非常 iこ

馴染 み易いという特性を有する。従って、入力地震動 が 決 定 さ れ れ ば 、 そ の 応

答は、十分な精度で予測可能である。解析に用いる地震被としては、系に所

定のエネルギ入力を与える、即ち、耐震設計用のエネルギ・ス ベデ トノレに合

致 するような、地震放を用いるべきである。この織な地震波の作成方法とし

ては、次の 3種類が考えられる。

(1)観測地震動波形の振幅のみを調整

(2)観測地 震 動波形 の 振 幅 と 時 Ill]軌をともに調整

(3) :;ーゲ y ト・スベヲトノレに基づいた SIn波合成法

(1)の 手 法 は 、 現 在多用されている地震動の最大速度で規準化する方法に対応

する。 (2)の手法は、観測地震波形の振幅のみならず、時 間 軸 ( 周 期 特 性 ) を も

変化させる方法である。この手法に該当するものとして、文献 2)には、地震

動 の時 間軸 と加 速度振幅を基準化して、地震動のパターンのみを採用するこ

とが妥当であると 述べられている。 (3)の手法は、所 定 の 応 答 ス ペ ク ト ル に 合

致するような特性をもっ地震動を穏々の振幅と周期をもっ sin放を合成するこ

とで得ようとする方法である。

現在、多用されている (1)の手法は、地震波の振幅のみに ti白し、地震動の

周期特性については、無関心である。しかし、本来、振幅と周 JVIは一 対のも

のであり、振幅と周期(時間軸)をともに詞軽することにより、長周 JUI領域にお

いて有効な地震動波形を作成するこが可能になると恩われる 。
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図 1.1 純々の地震後のエネルギスベクトル



ー方、 liiji主のエネルギの釣合に越づいた免震情造の応答の予測式が文献 3)

において I:n草されている。これは、積層コムを線形， ダ ン バ ー を 完 全 日 明 塑 性

型でモテル化した場合 、積層コムの硲i!生歪エネノレギ W， と ダンパーの ;.}n，~堅!!生
歪エネ Jレギ Wpの和を地震により系に役人されたエ不 Jレギ入力 Eと等 位する司王

で、導かれている(付録 5参照)。

一般に、椛造物の地震時応答予測を行う場合、構造部材のモデル化が霊安

となる。この点、免震構造においては免震部材(アイソレータ，ダンパー)の性

能が事前に確認できる為、精度の高い応答予測が可能となる。逆に 言 えば、

将 来生起する地震動がどの織なものであるかが予測できれば、適切に免震部

材 を設計する事で、それに対処できる憾な免震建築は容易に設計できる 。文 、

免震精進は基礎部に免震部材(層)を配することで、地震動の上部情造への伝

搬を妨げる一種のフィルターを有した機造となっている。これにより、免震構

造の動的挙動は、フィルター特性を調整することで、ある程度自由に設定で

きる。以上本章では、 免 震 構 造 の 設 計 に お い て 重 要 な妥素である入力地震被，

応答予測法 ，モデル化(特に免震部材について).免 震 構造の地 震応答特 性に

ついて論述する。

即ち、 4.2節では、免震構造の地震応答解析用の入力地 震 波として、振幅と

時間判lを調慈する方法 を 提 案 す る と と も に 、 エ ネ ル ギ ・スベクトルをターゲ y

ト ス ベ タ ト ル と した人工地震波を作成し、この様な地震波形を用いた応答

解析により、入力地震波の振幅時間軸の調整方法について検討を加える。

4.3節では、エ不 Jレギの釣合に基づいた免震構造の応答予測式の精度を、先に

作 成した地震波を用いた応答計算により検証する。

4.4節では、応答解析に用いる免震部材の復元力特性のモデノレ化について 21立，

3r;iの実験結 果に基づいて考察する 。

段後に 4.5節では 、実際 に 設 計 さ れ た 免 震 建 築 の モ デ ルを用いた応答解析の結

果から、免震構造の 応答特性について論じる。
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4.2 エネルギ入力に着 目した応答解析手法の提案

4.2.1 エネル ギ 入力の応答値を満たす応答解析手法

免震精進に採用すべき設計用地震入力について、免 震椛造の特徴をふまえ

た上で建築益準法諸規準との比較 ・考察が文献 4)においてなされている。文

献4)では、下記のような点を考慮して、建築規準法に示される速皮応答スベ

クトルをエネルギスベクト Jレに読み換えた、図 4.2に示 す 設 計 用 エ ネ ル ギ ス ベ

クトルが示されている。

-免震構法では、水平地動によるエネルギ入力を全てダンパーで吸収する 0

・更に、アイソレータ の 最 大 変 形 を 予 測 す る 上 で 、エネルギがどのように

建物に加えられるかを知る事が重要である。

・建築基準法において示される終局強度設計用応答スベクトノレは、他の諸

規準とも対応しており、過去の大地震記録のエネノ レギスベクトノレとも対

応している。

所定のエネルギ入力量を満足するような地震応答解析用の地震入力を得る

ためには、次の 2つの方法がある。

-既存の地震波を調整する方法

-設計用エネルギスペクトルに合致する特性を直銭有するような波形の

使用

既存の地震波を調整する方法としては、振幅方向の調整と時間軸(周期特性)

の調態の 2通り 、あるいは両者の混合した方法が考えられる。入力地震被の振

幅を α1倍す れ ば 、エネ ルギスベクトルも全体的に α1倍されることは明白であ

る 。次に入力地震被の 時 間 軸 を α2倍した場合のエネルギ 入 力 i i 1 に つ い て 考 察

する。

原地震記録を A(t).記 録 長 さ を toとする。周期 T=Tjにおけるエネルギ入

力量を Ej • Toにおけるエネルギ入力量を Eoとする。 Tj =α2TOの関係があるも

のとする。 T=Tjに対応するパネ定数を kとすれば、 T=Toに 対 応 す る パ ヰ 定
数は α~k となる。 T= Toにおける振動系の方程式は、次式となる。

mio(t) +2mhα2ω'o3:o(t) + ma~w~xo(t) = -mA(t) (4.1) 

ここで、 m:質賃 .h 減衰定数

ω。=2πm.x(t) 相対変位

入力エネルギ Eoは次式 と な る 。

ん =-mf A(t)土o(t)dt (4.2) 
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-Jj、T=T1における 振動系の方程式は、次式で求められる 。ただし、地震記

録の時間軌を α2倍した A(t/α2)(記録長さ α2tO)を入力波とする。

mXI(t)+2川崎町(t)+叫 XI(t)= -mA (土) μ 

(4.3)式において、 T= t/句、即ち、 dt=α2. dTとおけば、

mX(T) + 2mhα2ωOX(T) + ma~W~X(T) = -ma~ A(T) (4.4) 

エネルギ入力 EIは (4.3)式より、

E1=-mf~(占)x1dt

ーイA(T)附 (4.5) 

ここで、 (4.1)式と (4.4)式を比較すれば、 XO(t)とX(T)の関係は次式となる。

X=α;zo 

(4.6)式を (4.5)式に代入すれば、

ι=-mfA(T)dz前

a~Eo 

(4.6) 

(4.7) 

従って、時間軸を α2倍した場合のヱヰルギ入力量 Eは、 α3倍となり、エネルギ

の等価速度 (VE = J2E/m)で考えれば、等価速度は州音されることが判る 。

以上より、原地震記録 A(t)の振幅を α1倍 ，時間軸を α2倍した地 震記録 αIA(t/α2)
に対するエネルギ入 力の等価速度は、地震記録 A(t)に 対する等価速度を VEと
すれば、 α1α2VEとなることが平IJる。

図4.3に示すようなノてイリニア型復元力特性をもっ系の 弾 塑 性 応 答 は 、 初

期剛性 [(0に 対 応 す る周期 TOと最大変位点における等価剛性 J(.に対応する周期

えに よって特徴づけられる。即ち、この様な復元力特性をもっ系のエネルギ

入力量は、 VE(九)から VE(T.)聞の平均的なレベルとなる。

以上より、振幅・時間軸の調笠方法としては、弾塑 性系の応答を特徴 づ け

る周期九とえ間で、目標とするエネルギ入力を達成するように振幅と時 fffJ軸

を適宜調整すれば良いことになる。

具 体的には、図 4.4に模式的に示したヱヰルギスベクトルにおいて、周期

1; 九問での平均エネルギ入力虫をVE • 目標エネルギ入力量を VE ， とした
明口、

VE， 
α1 α2=α3=芋亨一

Y E 
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哩 - 圃国璽園

となる 。等価周期を Teとすれば、 1時間付の拡大率 α2は、

7~ 

となり、振幅の拡大率引は、

として求められる。

α2=五

α3 
α]= 一一

α2 

次 に 、 設 計 用 エネルギスベタトルに合致する特性を直後有する械な波形と

して、人工地震波を作成する。人工地震波作成には、 FFTをmぃ、収束計算

は周期 0.02~ 20.0秒で対数軸上で等間隔に 150点を選ぴ、これらの点 で 応答ス

ペクトルを求め 、適合性評価を行 った5)。この方法は、位相角の与え方によ っ

ても異なった波形を 作成できるが、ここ では、観測地震被の位相情報をその

まま用いることで人工地震被を作成した。

4.2.2 解析モデル

解析モデルには 、1質点 系モデルを用いる。粘性減衰は考慮しない 。積層ゴ

ム7 イソレ タは弾性、ダンパーは完全弾塑性型の復元力特性とする 。質点の

重量は、 2000tとする。アイソレ ータ の パ ネ 定 数 kfli、ダ ンパーを無視した時

の周期 Tfが 2.3. 4. 5秒となる械に 20.1.9.0. 5.0. 3.2t/cmとした 。ダンパー

の降伏耐力 Qy(降伏せん断力係数a，)は、 20(0.01).40(0.02). 60(0.03). 80(0.04). 

100(0.05). 120(0.06)tonの6バターン ，降伏変位九は 0.2.1.0. 3.0cmの3パターン

とした 。ダンパーの復元力特性は全部で 18パターンとなり、これに積層ゴム

の4通りの剛性を組 み合わせ ると解析パターンは計 72通 りとなる 。復元力特

性の 一 例として 、アf= 3.0秒の場合の免震層全体の復元力を図 4.5に示す。

解析に使用する地震波としては、付録 6に示す ELCENTRO 波の NS成分と

EW成分 ，八戸波の NS成分と EW成分の 4波を基本とし、これらの振幅と時間

軌を表 4.1に示すように拡大したものを使用した。尚、振幅と時間1~III を翻獲す
る 際には、前節で述べた等 価周期 Teの代わりに免震周 期 T

fを 用 い 、 九 と し て
は周期 3秒の近傍で、 Ve!= 150cm/ sとしている。人工地震波は、位相情報とし

てELCENTRO(NS)放と八戸 (NS)波 を 用 い た 2つの波形を作成した 。 ターゲ y

ト・スベクトルには、図 4.2の第 2種 地 盤 用 設 計 用 ス ペクトルを用いた 。表 4.2

に人工地震被の最大値を示す。表中の地震波の最大速度は、周期110秒，減衰

定数 1/-12の 1質点系の速 度応答値の最大値である。入力地震波の政大速度は

ほぼ 40~ 60cm/sの 範囲にある。図 4.6に振幅・時間軸を調整した地震被の代表

として八戸 (EW)波を用いた場合のエネルギ・ス ベクトルを示す。図 4.7には、

位相情報に八戸 (NS)波 を用いた人工地 震波のエネル ギ ・ス ベ クトルと、速度

応答スベクト Jレ(h= 0.05)を示す。人工地震被のエネルギスペクトルは、ター

ゲッ トスベクトルに 合 致 し て い る 。 速 度 応 答 ス ベ ク トルは周 JDIにより凹凸は

あるものの、長周期領峻では、ほぼ 100cm/sとなっている 。
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表 4.1 振幅・時間軸の拡大事について

TJ = 2sec TJ = 3sec TJ = 1sec Tj = 5sec 

原地震波 振幅|時間 振幅 11時間 仮幅|時 1/自 仮幅 111寺r.n
鉱大率 1.670 1 1.000 1.670 1 1.000 1. 250 1 1.330 1.000 1 1.670 1 

EL CENTRO 燥大加速度 586.4cm/s2 586.4cm/s2 467.0cm/s' 35J.lcm/ S2 

(NS) 最大速度 65.7cm/s 65.7cm/s 61.3cm/ s 56.2cm/s I 

拡大率 1.580 1 1.000 1.580 I 1.000 1.190 I 1.330 0.950 1 1.670 1 

EL CENTRO 段大加速度 346.1cm/s2 346.1cm/ S2 260.7cm/s2 208.1cm/ S2 1 

(EW) I註大速度 57.1cm/s 57.1cm/s 54.6cm/s 50.6cm/s 

拡大率 2.110 1 0.615 1.300 1 1.000 1.060 11.230 0.845 1 1.540 1 

1¥ 戸 (NS) 最大加速度 474.6cm/s2 292.4cm/s2 238.4cm/s2 190.1cm/ S2 

最 大速度 41.8cm/s 38.8cm/s 36.9cm/s 34.2cm/s 

拡大率 0.793 11.640 1 

1¥ 戸 (EW) 最大加速度 362.2cm/s2 237.8cm/s2 182.9cm/s2 145.1cm/ S2 

政大速度 44.2cm/s 43.2cm/s 42.2cm/s 402cm/s 

4.2.3 解析結果

図 4.8~図 4.10 に EL CENTRO(NS)波と八戸 (EW)波の振幅・時間判l翻務波、並

びに人工地震波(位相:八戸 (NS))を入力した場合の最大エネルギ入力の速度

換算値 VEを示す。いずれも、目標エネルギ入力レベル (VE• = 150cm/s)に近い結

果が得られた。尚、八戸 (EW)波 に お い て は 、 ダ ン パーの降伏せん断力係数a，

が大きい湯合、免震周期 TJが大きくなるに従い、エ ネルギ入力鐙が小さくな

る傾向が認められる。ここには渇載していないが、八戸 (NS)放の振幅 ・時間

軸調整波の場合は、この傾向が更に顕著であった。これは、振幅・ l待問軸を調

墜する際に等価周 WJTeの代わりに免震周期 TJを用いたことと、ス ペクト Jレの

形状が特徴的であり すぎた事による。即ち、八戸波のスペクトルは約 2.7秒で

大き なピーク値を有 している為に、図 4.4で示した様なある程度フラ ットな領

i語が 他 の も の に 比 べて狭い為と考えられる。又、図 4.10の人工地震被による

エネルギ入力は 、 完全に目標値を満足する。但し、ゐ =0.2cmの時、叫が大き

くなるに従い目標値よりも小さくなるのは、弾性周期 Toが1.0秒よりも小さく

なり 、短周期でのエ ネルギ入力が低下する為であると思われる 。

図4.11には、人 工地震波(位相:八戸 (NS)波)を用いた場 合の等価周期 Teを段大
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表 4.3 等価周期 Teに基づく鉱大率(八戸 (EW)波の以 合)

降伏せん断力係数 Tf = 2sec '1I = 3sec 1j = 4sec 7j = 5sec 
白s 振幅|時間] 振幅|時間 仮絹|時間 仮侃 111寺IIJJ

0.01 拡大率 1.980 1 0.656 1.345 I 0.967 1.000 1 1.30 0.813 11.600 

等価周期 2.0sec 2.9sec 3.9sec 4.8sec 

0.02 拡大率 2.053 1 0.633 1.345 1 0.967 1.054 1 1.233 0.867 1 1.500 

等価周期 1.9sec 2.9sec 3.7sec 4.5sec 

0.03 拡大率 2.053 1 0.633 1.393 1 0.933 1.114 1 1.167 0.929 1 1.400 

等価周期 1.9sec 2.8sec 3.5sec 4.2sec 

0.04 拡大率 1.500 [ 0.867 1.030 1 1.267 

等価周期 1.9sec 2.6sec 3.3sec 3.8sec 

0.05 拡大率 2.16710.600 1.560 1 0.833 1.300 1 1.000 1.147 1 1.133 

等 価周期 1.8sec 2.5sec 3.0sec 3.4sec 

0.06 鉱大率 2.167 [ 0.600 1.625 I 0.800 1.393 1 0.933 1. 258 1 1.030 

等価周期 1.8sec 1 2主竺 1 2.竺竺 ~ニIs ec

変位点から算出 し、プロ y 卜したもので ある。同図より、免震周却ITfが大きい

方が等価周期の降伏せん 断係数引に対 する変動が大き くなっている。又、図中

には、付録 5に示す応答予測i式 より 算出 した 最大 変形量と最大せん断力を用

いて 、等価周期を推 定 した結果も示され ている。尚 、等 価 周 期 推 定 に 際 し て

は、 VE = 150cm/sとし た。等価周期の縫定値は 、十分な精度 で、応答結果を予

測することができると い え る 。 図 4.12は、図 4.11に示された等価周期工の予測

値を用いて新 しく算出 し 直 し た 仮 幅 と 時 間 輸 の拡大率 (表 4.3参照)を用いて、

応答解析を行った結果である。図 4.9と比較すれば、等価周期の 予 測値を用い

た図 4.12の方が、エネルギ入力量は全体的に、多少小さくなるが、 民が大きい

場合にみられたエネルギ入力量の極端な低下は生じなくなる 。
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4.3簡易設計手法の応答予測の評価

4.3.1 評価手法

付録 5に示されている簡易設計手法の妥当性を応答解析の結果と比較して

検討する。応答解析用のモデルは前節で述べた l質 点系モデルとし、免震周

期T，が4巡り、ダンパーの種類 18通りの計 72バターンとした 。解析用地震被

としては、前節でエネルギ入力の速度検p:値で l匂=150cm/sを目僚として作

成した振幅 ・時間軸調獲の 4波形と人工地震波の 2波形の計 6波形を用いた 。

応答予測には、(付 5.11)式と(付 5.12)式を用いて、層せん断力係数日Ipと最大

変形量dmaxpを推定した。惟定に際しては、応答解析より得られた段大エネル

ギ入力量 Vema:rを用いている。尚、地震(解析)終了時の総エネルギ入力を Ve(to)

とすれば、 VEmaxと VE(tO)の比は、ダンバーの降伏せん断力係数日sが 0.02以上

では、入力地震被にかかわらず、殆ど1.0に近い値となるのに対し、日，=O.OJ 

の場合は、弥性的な応答が卓越するために、 Ve(to)/Vemax が 0.8~1.0の範囲に分

布していることがわlっている。

予測 式と 応答 結果の比較にあたっては 、下記の 3項目に羽目する。

(1)弘jPmの値

(2) 0<1，/臼Ipの値

(3)ムnaxT/Oma:r pの値

(1)の可njβmは 、最大変位応答をとる時主1)1 = tmにおける 平均累積怨性変形倍

率可mと塑性変形倍率βmの比であり、文献 3)においては、応答解析の結果から

司m/Pm= 4としている 。 こ こ で は 、 本 解 析 に お い て も この関係式が有効である

かど うか につ いて 検討を加える。

次に、 (2)と(3)では、せん断力係数と最大変形量について解析値と予測値

の比について検討を加える。ここで、添字の rは応答解析結果を 示し 、添字の

pは予測値を示す。

4.3.2 評価結果

(1)可，n/んについて

本解析より得られた結果を基にお出した句m/Pmの 度数分布を図 4.13に示す。

全データ数は、 432個である。平均値は、 3.63となった。これは、文献 3)におい

t設定された司m/ん =4に 非 常 に 近 い値である。但し、図 4.13を見ても明らか

なように可m/Pm== 2付 近においてピーク値をとり、可m/Pmく 4のデ -1数は、全

体の 67%を占めている。

図4.14は、人 工地震 波 (位相:EL CENTRO(NS)波)を入力した場合の号rn/j1.m
をVE(lm)/VEmaxとの関 係で示したものである。ここで、 山(tm)は、時五1)… こ

おけるエネルギ入力 の述皮換算値である。予測式(付 5.11)と(付 5.12)に よ れ
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li、17m/μm=4で l伝(t"，)/lIem目 =1の近傍では、予測値と貯 fJr他は、ほぼ対

応するはずである。図中の l曲山線は、 (υ{付t5.11)と(付 5.12勾)式におい てη

V均ι==VE maxとした時の予制値と合致するような司m/βmと lIelVem叫の関係を示

したものである。この曲線は、 Tf= 5sec.白， = 0.06 の場合に ~rJ られたもので、

他の解析モデルの場合には、これよりも大きくなる。従って、この IUl線上の近

傍にある応答結果は 、可m/{1.m= 4となっていない湯合に対しでも予測 ifllとほぼ

対応する結果が得ら れる と考えられる。

(2) 0!1'/α1pについて

図4.15に、人工地震波(位相 :EL CENTRO(NS)波)を入 力した時のせん断力

係数日hと、予測式に よる白1pの 関 係 を 示す。同図より 、予測値 と応答結果による

値は、ほぼ対応して いること が判る。図 4.16は、O!h/白1pと Ve(tm)/Vernaxの 関 係

を示したものである。同図より、白lr/alpと Ve(tm)/VE m日との聞に紺 i刻は見られ

ない oO'.lr/α1pは 、0.8~ 1.3の問に 分布している。 他 の入力地 震波の場合には、

α1'/白1pl;l:1.0以 下 と な っている。

図4.17は、 白1，/臼1pの度数分布を 示したものである。同図より、白h/白1pの 75%

のデータが 0.7~ 1.0の範 囲 に 分 布 し ている ことが判る 。従って、(付 5.11)と(付

5.12)式によるせん 断力係数 の 予 測 値 は 、応 答解 析 結果に比 べ、大きめの illlを

与え、地震波の特性によっても異なるが、応答結果の 1.0~ 1.6倍程度の値を予

測するといえる。

(3) OmaX ，/Omax pについて

図4.18に 、人工地震 被 (位相:EL CENTRO(NS)波)を入力した場合の段大変

形1il6ma:x:Tと 予 測 式 によるOm口 pの関係を示す。同図より、 IiTna:r:rとO
m目"は、ほぽ

問械の {直をとっていることが 判る 。図 4.19にOmaxr/Om目 pと Ve(t"，)/l匂…zの 関 係

を示す。同図は 、図 4.16に示した白h/O!lpの場合と同様に、 Oma:rr/Oma:x J)が 1.0を大

幅に越えているの は、図 4.19に 示 し た 場 合の みであり、他の入力 波ゐ場合は、

ほとんどが 、1.0以下とな っている。

図4.20には、 Omaxr/Omax pの度数分布を示す。図 4.17に示した白1r/ (Xlpの度数分

布のように鋭い ピークは存在しない 。平勾値は 、0.78であり、O!h/臼1pの平均値

0.83に近い値を示している。

以上、本節では、(付 5.11)式と(付 5.12)式による応答予測式の精度の検討

を、前節で示した解析モデルを用いた応答結果と比較することで実胞した 。

その結果、総エ ネルギ入力の 最大値 VEmaxを用いた予測値は 、応答結果に比

べ、1.0~ 1.6倍程度の値を示 し、十 分安全自1)の評価を行う ことが判明した。
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4.4免震部材のモ デル化

4.4.1 はじめに

免 ~ U'i造の{伝動特性 11 、その人 ~l\ 分が免震品1It.-! (7イノレ - 7， 7'ンパー)

の tHl により決定される。 ~~liIIM の Il.ì元プJ 特性，山~ 'JI. :a 1，'，. .同4・N向1J1 ~~ . 1<1. 

x物実般により磁認可 1彪である。従って、免 ~HßH の 4!t 1'1. ~犯!'._'することに

より、免 ~I高造の動的特性を十分な制度で.:y.測する ζ とが吋 f犯とはる。本 îiii

では、 2~. 3 j;tで迩べたもt府ゴムとダンバーの尖験結!Rをはに、 Ir.:符解Ifrに

郎いる復元カ符伎のモ デ ル 化 に つ い て 述 べ る と と も に、 111'1' t..応 :Hi'析によ

り復元 )J特性の差異が地震応符に &1まずe;響について考察する。

4.4.2 免 震 銘 材 のモデル化

ー般に、総脳ゴムの復元 JJ4右側はほほ線剤、聖子il生としてモ デル 化でさる (1苅

'1.21 ~ A({)。特に 2;:tで述べたような、 qj~の形状を (j する1.2 h'1ヴムにおいて

はIE縦術iIIの変動に対する復元 )Jq，y 1生の変化がほぼ然観でさるため、.mJJの

謹;動がある場合にも同ーの lli元 )Jt~ 11・ を 用 い た 解 析が吋能となる 。lrii'lll"[;( 

胤ゴムの場合、大変形f，Ji~長では、ハードユング現象が現われる o 2・奇 .fi科絡

のA駿結果より、ハードニングはせん断変形市(全ゴム rtに対する水平変形恨

の比)が、 200-250%以 上 で 顕 在 と な る 。 従 勺 て 、 こ れ以上の変形制ほでの応答

を正しく求める際には 、 図 4.21 に示すように、~*車!l'!としたモデル It (>必要

とはる ζ の銭なハードニングを巧I:!したモデルでは、 !:MIA.Gのフロ 7 レ

スポンスは大きくなるが、 ft1i廊の応答変位抑制には何事lである 。 !.Hiゴム

の治性減裂は、非常に少ないが、文献 6)7)に於ける Z反動丈験の*，'，烈匂を苓巧

にすれば、減衰:lEnとして 2-3%1'.:1立は有していると考えられる 。

スチールダ Y パーの復元カ 4Hl:は、 3 ぽで述べたように、)，~本的には抑役

目!r歯lζ}[;づ い て モ ヂ ル化できる。ただし、初期JI明性 に対しては、例11'1PI' .白が 31.

体効~そ~A! し ていな い 点、微小:æ l立の仮定に訴づいている/，'，\を 4α して、
四泌総モ低減すべき で あ る 。 ス チ ー ル ダ ン パ ー の 復 元力特性のモデルとして

は、完全事事句性型と Ramberg.・Osgood砲(以下 R・01l!1と略す)の 2泊りがy;えられ

る(関 4.22~照) 0 R-O型の壬デルイヒにおいては、初期剛伎の I也にその ill元 JJの

fH~ を決定する 2 つのパラメータ (aと"1)を求めねば江ら f~ いのに ~4 し、完全
傍懲役引 11初期開性と耐カのみによ勺て、その形状が決定されるため利便性

が高い。

fllダンパーの復元カ特性 11、その形状により異なったモデル化が必震であ

るo111ち、 3J;tで述べたような 1(内 U:)型グンパーは柏方向変形が i!u[;)J特性

に与える量5・5が大きいため、凶 4.23(a.)に示すような 3つの剛刊によ 今て 特徴づ

けもれるモデル化とすべきである。 -1]、変形裂ダンバーの制作 IJ.、州 Jj仏1

f H~ の膨響が小 さ い ので 、 ;，c 1:oJIHt1性別としてモデル化できる。附 4 幻(a) に
4すt'll明の ill元力特性の場合、上司:1¥怖 が の フ ロ 7 レス ポ ン ス が 大 内 く な る と
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い う か~ J，';i，は あ るか、 H由民エネルギ吸収能 )J や S~ I，ぷ 111の変位 llll~，i l に 対し て は|

分効来的である 。鉛 'J:/バ ーの復元))4~i 1'1'は変形jj!J正 の 泣いによ り 多 少 量3仰

を受ける 。変形 41立の似'J*を -0-J:i~ した版 í'É.'なw:元/)モデルは、 JJL (1:のと ころ、

作成できていない 。 そこで釘}ダンパーのモデルイヒに勺た っては、桃 jf!~旬の応
答特1'1 にできるだけ近い 1m !長内 容をもっ実験の結果 iこ L~ づいたモデル化を行

うことが '11嬰である。

4.4.3 復元力特性が 応 答 結 果 に 与 え る 影 響

ダンパーの j主いが 応答特性に与える影響をみるために 1mqlな応平年前析を行

なっ た 。 解 析 モ デ ル は l質点 l自由度 系である(重量 7154l)。政局コムは線型と

し、系の周期が 3秒となるように剛性を 32t/cm、粘性減衰定数を 2%うえた 。

ダンパーとしては 、図 3.8に示すスチールダンパーと図 3.12(b)の変形恒鉛タ

ンパーを用いる。ス チー ルダン パーの復元力特性は R-O型と完全引ji~1111: 型の

2巡 り で モ デ ル 化 す る。図 4.24にモデルと実験値の対応、を示す。復元 )Jモデル

の初 IVl剛性は両者と も 2t/cmとしている。これは 、強↑生息論 による剛性の約

67%である。 ff}タンパーの復元力特性のモデル化と実験値の対応を図 4.25に

示す。復元カモデルは完全線塑性型であり 、その岡1)性 と耐力は 1m娠J尋問 3秒，

変形盛土150mmの動的加力試験から得られた履歴曲線に合致するように決定

している。ダンパーの個数 は 、 降 伏 せ ん 断 力 係 数 が 0.01，0.03，0.05，0.07となるよ

うに、それぞれ決定した。入力波には、 ELCENTRO(NS)波を j詰大速度 50kine

に規準化した J止を用いた。

解析 よ り 得 ら れ た段大応答変位と最大応答加速度を表 4.4に 示す。同表よ

り、応答値が j最 も 小 さくなるのは鉛ダンパーを使用した場合である 。 スチー

ルダンバーを R-O型と完全弾塑性型でモデル化した場合、厳密な比較は難し

いが、完全弾塑性型としてモデル 化した方が、応答{直 は 小 さくなる。しかし、

その差は、 l註大でも 10%程度であり、降伏せん断力係数が大きくなるに従い始

ど閉 じ よ う な 数 値 を示すようになる。
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i~4 4 Jンパーの泣いが応答他にうえる t'0~~~; 

タンパー i主元)J |降伏せんl祈)J係数 最大変位 M).;:}J[[jAl.i 
モデル (ダンハ一個数) ( cm) (cm/scc') 

O. 01 (12) 32. 3 [55. 7 
[lamberg 0.03 (36) 20. 8 [29. 9 
Osgood !l~ 0.05 (60) 15. 7 [15. 6 

スチ ノレ 0.07 (84) [[ 4 [ [9.8 
ダンパー

0.0 [ ([ 2) 30. 1 141. 9 
完全弾担 0.03 (36) 19. 1 113. 5 

性型 O. 05 (60) 12.4 103. 6 
0.07 (84) 11. 2 1 [8. 5 

0.01 (15) 27.0 129. [ 
鉛 完全子[!塑 0.03 (43) 16. 1 100. 1 

ヲンパー f生型 O. 05 (72) 1 1. 6 100. [ 

0.07 ([ 0 1) 9. 1 [09. 6 
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4.5実免震建築モデルを 用いた地震応答解析

4.5.1 j定免 震 建 築について

現在、日本に於て免震建築を建設しようとする場合、(財)日本建築センター

にお いて評定を受け な け れ ば な ら な い 。 免 震 建 築 の 評定は 1982年より始まり、

現在までに 60近い建物が評定を受けている。ここでは、これらの評定物件の

1つである建物の 精進データを利用し、地 震応 答解 析を行い、免震精進の応

答特性について考察する。

対象とした建物(以下、 Fピルと林す)は、鉄筋コンクリート造、地上 5階、

浴屋 l階の事務所ピルである 。平面図と断面図を図 4.26と図 4.27に示す。

4.5.2 予備 解析

・解析モデル 予備解析用振動モデルは、 1質点 l自由度系(重量 7151t)であ

る。免震周期は 3.0秒を想定し、これを満たすように積層ゴム の 水 平 剛

性を 32tjcmとした 。 積 層 ゴ ム の 粘 性 減 衰 定 数 と して 2%を考 If!.する 。ダン

マーは 、4.4節の考察から地震エヰ Jレギ吸収能力の高い鉛ダン パーを用い

ることにする。鉛ダンパーは図 4.25に示す完全蝉塑性型(悶IJ!生 10tjcm，耐

力5t)としてモデル化する。ダンパーの降伏せん断力係数白，(;1.0.01 ~ 0.07 

まで、 0.01主11み に変化させる 。 ダ ン パ ーの個数は降伏せん断力係数を満

たすように決定する。

-入力波 解析に用いた入力波は、 ELCENTRO(NS). (EW)放と八 戸 (NS). 

(EW)波を速度レベルで 50kineに規準化した波と 4.2節で作成した人工地

震被(位相八戸 (NS))を用いる。

・解析結果 解析による最大変位、最大加速度、せん 断 力 係 数 、 総 エ ネ ル

ギ入力の速度換 算 値 を 図 4.28に示す。尚、図中には(付 5.14H付 5.16)式を

用いた簡易設計式による応答の予測値も示されている 。但し、式の適用

に当たっては 、VE= 150cmjs、Tf= 3.0secとした 。総エネ ルギ入力の速度

換算値は、ぱらつきは大きいものの、ほほ 150cmjsを中心とし て変動し

ている。簡易設 計 式 に よ る 予 測 値 は 応 答 解 析 結 果の上限を 与えている。

ダンパーの降伏せん断力係数がおおきくなるに従い、最大応答値は減少

するとともに、地震波間のパラツキも小さくなる。降伏せん断力係数日s

が0.04~ 0.05の 時が、その境界に位置していると考 え られる。よって 、以

下の解析では、 ダンパーの降伏せん断力係数民として 0.04を採用 する。

4.5.3 モデル 化

Fピルの上部構造のモデル化は様性体とし 、X，Y方向の伺111生は栄悦フレ ー

ムの解析より表 4.5のように求められている。積層ゴムは、図 4.29に示すよう

ー111
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，500 

凶4.16 1階平而関

図4.17 X方向断面図

ぷ4.5 Fピルのl.Yij，;;パラメ タ

各|常 総ill:fit 設計m 剛性 (t/cm) 

|情 重量 せん断力

(t) (t) (t) X方向 Y方la1

146 146 137 1054 196 

6 943 1189 416 1447 650 

5 1069 1158 658 3133 981 

4 1145 3503 884 4018 1319 

3 1118 4711 1057 4805 1678 

1115 5936 1187 7913 1698 

1118 7154 
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lこ位下に I個 600q，又は 700q，の積層ゴムを配注する。 M府ゴムの I詰大 i面Ji:(;1.、

100kg/cm2程度 以下となるように設 定した。 600q，と700q，の秘問コムの水平パネ

定数はそれぞれ 1.0t/cmと 1.2t/cmである 。免震回全体の水平剛性は 29.2t/cmと

なる。タンパーには 、予備解析の 結 巣 よ り 3訟で述べた U140型鉛ダンパーを

用いる。降伏せん断力係数を 0.04とするには 58体の鉛ダンパーが必裂 である。

鉛 ダンパーは免震層の偏心ができるだけ小さくなるように配位する 。免震府

全体の復元カ特性は図 4.30に示す パイリニア型となる。娠 ruJJモデルは、 7質点

系せん断型モデルとする。上部徳造はij!ji性とする。減衰は、歪エネルギ比例

型減衰とし、積層ゴム，上部構造に 2%を与えた。

4.5.4本解析

予備解析で用いた入力波と同織の波を入力した場合の応答結果を図 4.31

に示す。同図より、免震層の愚大変位は八戸 (NS)波 を入力した湯合に生じ、

21.1cmである。免震庖の限界変位は 600q，の積層コムによって決定されるが、こ

の変位量はせん 断変形率で 180%程度であり、十分な余俗を有し ていると言え

る。上部構造の応答加速度は、塔屋部分において地幅はするものの、他の階は

ほぼ 同ーの加速度レベルを示しており、建物が並進運動をしていることがわl

る。加速度レベル は 200cm/s2程度であり、入力加速度の約 45~ 60%とな ってい

る。各層の層せん断力は設計せん断力を十分下回っており、 ì~! 性範囲にある。

以上の免震建築の解析より、本建物は十分な安全性を 有しているものと判断

できる。

このように、免震情造では地震入力の大部分を免震部材で吸収し、上部情

造に入った地震力はほぼ構造体の弾性範囲内で処理でき る程度に低減される。

更に、免震部材を適切に設計する事で設計時に固有周期 ・減衰等を定1.i1的に

設定することが可能で あ り 、 建 築 構 造 物 の 動 的 挙 動 を 的確に予測可能となる。



/11， h'I -! 1、

0: 600φ 。700φ

58 

79 

89 

Lx 
結問ゴム ii'Il茎 ゴム病 問数 水平パネ定数 伺数

A‘。 600X6.5-18 600mm 6.5mm 18 J.Ot/cm 16 

A..-700X7-19 700 7 19 J.2t/cm II 

図4.29 W同コムの配置と面圧 (kg/cm')

Q Q Q 

29.2t/cm 

δ+ δ δ 

m回ゴム 鉛ダンパー 5~í.ふM

図4.30 5~俣病の復元 )J モデル
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4.6 まとめ

本立では、免震構造の設計に関わる応答評価について主に、入力地震動の

作成手法と応答予測 式について検討し、更に、実免震建築のモデルを!日いた

地震応答解析を行い、免震構造の特性を明らかにした 。得られた匁1見を以下

に示す。

l 免震精進への入力地震動として、エネルギ入力量に着 目して、地震波形

の娠幅と時間軸 を 適 切 に 調 整 す べ き こ と を 提 案 した。

2 この械にして作 成 し た 地 震 波 を 用 い た 応 答 解 析 結果より目標とするヱネ

ルギ入力がほぼ 達成され得ることが認められた。

3 エ ネ ノ レ ギ 授 受に基づいた簡易設計式についてその予測の精度を応答解析

により検証した。予測式は、ほとんどの場合、応答解析結果を1.0~ 1.6 

倍上回り、安全側の評価を与えることが判明した。

4 免震部材を適切 に 設 計 す る 事 で 、 建 築 物 の 動 的 挙動をある程度自由に設

定可能となる。設定した動的特性は、実験(自由振動，強制振動実験等)

により、確認する事が可能である。

5 地震力は、大部分免震部材で吸収される為、上部構造を弾性範囲内にと

どめる事が可能となる。
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5.1 緒言

本立は、免震構造の地震 11寺挙JIlIJ の J巴~.応答解析に用いるモデル化の妥当

性の検証を主な目的として、子 mUI~ 八千代市に ili 設された免疫住宅において

実施 さ れ た 振 動 実 験 ，地震ll!祖1);1(，びにシミュレ-:/ヨン解析に|刻するものであ

る 。本免震住宅は、我国初の免震建築であり、本建物で使用されたアイソレ-

9.ダンパーは、 2章 3'l主で述べたもの以外のものも含まれている。しかし、

免 震機造の基本的特性には変化がないと考えられ、本建 物 の 仮 動 実 験 ， 並 び

lこ地震観測結果は、免震情造の特性を論じる上で、工学的に十分有用である

と考えられる。

振動試験では、ミクロンオーダから cmオーダまでの免震住宅の基本応答

性状を確認するために、常 11寺微動観測，強制振動試験.自由仮動試験が実施

された。

地震観測は、建物竣工後から開始され、現在までに中小規模地震であるが、

22回の記録が得られている。この内、基礎での観測加速 度が lOOgαlを越えた記

録は 2回である。ゾミュレ-:/ヨン解析では、益礎で観測された地震波を入力

とした場合の応答記録を観測波と比較して応答解析の妥当性について検討す

る。更に、解析に用いる振動モデノレの違いが応答結果 lこ与える~r3響について

も考察する。

以上、 5.2節では本免震住宅の慨要と娠動実験の結果に つ い て 、 5.3節では

地震観測の概要について、 5.4節では地震時応答のシミュレーションについて

述べる。



5.2 免震住宅の振動実験1)2)3)

5.2.1 設計意図

本位築は、実生活を行えるような仕織で全く普通の住宅としての綴能を完

備し、 1~1 加的に基礎と上部構造との聞にアイソレータを押入し、 i主物の図有
周期を大きくす ると と も に 振 動 減 衰 装 置 を 設 け 、 建 物に作用 する地震力を小

さくしている。 これにより、上部構造の安全性を確保する と ともに、強震 11寺に

起こりがちな 2次部 材 の破損や家 具等の転 倒によ って生ずる、いわゆる 2次災

害を防ぐ事を目的と して設計されたものである 。

建物は、鉄筋コンクリート造 2階建の住宅であるため、 一 応住，梁を有す

るラーメン 構造であるが、壁量が多く、上部構造そのものは免 震袋置が{動か

なくても十分な 耐震性を有している 。

免震装置としての ア イ ソ レ ー タ は 、 基 礎 と 上 部 構 造との聞に設けられた柔

らかい水平パ ネであり、 こ の パ ヰ 定 数 を 変 え る こ と に より、建物とし ての固有

周期 を或る範囲で任 意 に 設 定 で き る 。 地 震 応 答 解 析 では、円不が柔 らかい援

建物 への地震入力は減少の方向に向かうが、相対変位が大きくなり、又風圧

等の横力に よって移動しやすくなる。 一方 、減衰 1生を増せば、或る程度 変形Z
を抑える こと がで きるが、地震入力も増大する傾向があ る 。

以上 の諸 性質 を考慮し、建物の 1次固有周期を1.8秒 ，減衰定数約 10%を設

計目標とした。

5.2.2 建物概要

本免震住宅は、 GLー1.6mに現場打ち鉄筋コンクリ ト造の ベタ基礎を設

け、上部構造との間に 6体の積層ゴムを設置した 2階建てである。図 5.1に建物

の概要を示す。積層ゴムは直径 30cm、高さ 8.2cm(ゴム厚 5mm，屑数 12)、ステ

ンレス鋼板 (SUS304)とゴム(硬皮 37)を積層加硫緩着したものである。使用し

た積層ゴムの圧縮せ ん断実験により得られた水平荷重 と 水 平 変 位 の 関 係 を 図

5.2に示す。水平パヰ定数は、せん断変形率 50~ 200%悶で約 0.35t/cmである。

鉛直パネ定数は実験より 380t/cmと得られている。尚積層ゴ ムは 性能 の劣 化を

適宜検査できるように取り外しが可能となっている。また性能の適合する減

衰 装置を選定するために以下の 4種類の装置で実験を行った。

a)弱1塑性パネ型:1815.3(a)に示すように下部と上部構造との問に鋼絡を固 定

して、強塑性パ不を構成した袈置。

b)粉粒体型:図 5.3(b)に示すように上部椛造から突起 さ せ た 鋼 様 ロ y ドを下

部構造に設置した砂箱に挿入し、砂の修娘抵抗を減 衰装置として利用す

る装置。

c)摩擦型-A:図 5.3(c)に示すように上部構造から突起させた銅製ロ yドを下

部情造に設置した受圧仮に予め設定した力で仰しあて、受圧面との際線



( a ) rr. iIu 1><1 

10360 

(b) I 階。III猪平面図

(c) J，Ui佐平l而1;:(1

|記15I ~~í，:J 住宅の概要



一一一一一変 形占 (mm)

図5.2 免震住宅にmいた積層ゴム の履庇曲線

{a)空Hl1'1性バネ型

{C)I~~ 線型 -A {d)Wl京型-B

凶53減反法i白



)Jを減 H機構として利 mす る袋[白 。

d) 1事擁型 B 図 5.3(d)に示 す よ う に ド ラ イエリヤ遮厳Jl1PC 版 と側佼 天 端と

の!日]に働く摩擦力を減衰機傍として利用する装置 。

5.2.3 実験方法 と結 果 概 要

実 験は、建物の躯体工事が完了した昭和 58年 1月に実施した 。

(1)常時 微 動 測 定

高感度常時微動計 を 用 い 、 水 平 成 分 6台 に よ る 多 点 同時計測を主とし、ロ y

キング 盤 を 調 べ る 際 のみ水平成分は 4台、上下成分は 2台とした 。センサ ー の

配置は全 12極 類 で 各 々の計測時間は 4分である。変位振幅は、 3μm程度であ っ

た。長辺方向涙れの観測波形のフーリエスペクトルから求めた卓越周期は、

1.45secであった。

(2)起振 機による強制振動 実 験

陸物の屋上 lこ起娠機(建研型・段大起振力 10tJ)を2台設置し、辿物の長辺、

短辺各並進方向及びねじれ方向の強制加振を行った。加振は減衰装置をつけ

ない場合と摩擦型 Bを 用 い た 場 合 の 2:iffiりを実施した。変位測定には、サー

ボ型加速度変換器 3点、 f習動型変位計 3点 、 差 動 ト ラ ンス型変位計 2点を使用

し、加速度測定には低容量加速度変換~ 18点を使用した。

主として 0.3~ 2.0Hzまでの強制l加振(並列・ねじれ加振)を行い応答波形を

測 定し、得られた波形を基に共振肋線を描いた。共振曲線のピークより求め

た短辺方向並進加振時の共振点、は 1.48sec.長辺方向加振では 1.43sec.ね じ れ

加振では 1.46secと 1.13secとなっている。ねじれ加振時の振動数は、;JJ，進加振

より得られる共振点と近筏している。

(3) 自由振動 実 験

100ton油圧ジャ y キを用いて上部構造に水平変位を長 辺 方 向 に 与 え 、 予 定 変

位で切断される様に予めノッチを入れた鋼俸を破断させ自由振動を発生させ

た。尚、/.，チの状態で大中小三段階の変位制御を行った。ノッチの直径は 14φ、

20O、30Oであ る 。 破 断 荷重計担IJには、 50tonロードセルを用い、加仮方向(長辺

方向)変位 ・加速度は各々差動トランス型変位計(震大ストローク土250mm)2点i
及び低容量加速度変換器(最大 5g)4点で計副IJし、加振直交方向(短辺)の変位と

加速度は 、摺動型変 位 計(ストローク土50mm)2点，及び超小型低容盟加速度変

換器(段大 19)4点で 、又、鉛直方向も同じ加速度変換器 4点にて計 fftrJした 。

ム図 5.4にダンパー無しと弾塑性ダンパーの場合の変位曲線を示す。積層ゴ

の最大変形量は 12~ 16cmで、せん断変形率に換算すれば、 200~ 250%とな

る。変位波形より対数減 衰 定 数 を 求 め 、 減 衰 定 数 と 変 位振幅の関係を 示 した

ー124-



のがl刈5.5であ る。同図より、ダン パ ーなし と砂 ダンパーの 以 合の 減反 定 数は

変位に無関係にほぼ 一 定で、ダン パ -j)jlしで 5~6 %、砂 タンパ ー で 7~ 8%で

ある 。また、摩擦ダンパーと PC版ダンバーの場合は変位仮帽 の 減少ととも

に減 衰定数は急激な地加傾向とな っているのに対し、型u塑性ダン バ ーでは逆

に変位振幅の減少と共に減衰定数も減少している。 3単w性ダンパ ー では、約

10 ~ 20%の 減 衰 定 数 となっている。 f習動型変位計を用いて基礎部と II幣床と

の短辺方向水平変位霊 と 鉛 直 変 位 虫 を 計 n!IJし、いずれの場合も、水平変位盟

は10mm以下、鉛直変位は 1.2mm以下という結果を得た 。変位波形より PEAI<

法を用 い て 周 期 を 求め、周期と変位振幅との関係を示したものが図 5.6であ

る。同図より 、ダンバーなしと砂ダンパー及び PC版 ダンパーの場 合 の周jgJは

ほぼ 一定しており、摩擦ダンパーにおいても 80mm以上の変位振幅に於 で ほぼ

ー定している。何れの場合も、変位振幅が小さくなるに 従 い 、 周 知iは小さく

なることが認められる。
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5.3 免震住宅の地震観測4)5)6)

5.3.1 観測概要

強震計による地震観測は、 ill物が竣工した昭和 58年 4月に 3台の JJ日述反砲

強震計(リオン製. SM-10A型 1台. SM-lO型 2台)を同 時 述 動 型 と し て 設 置 し

た。更に、昭和 59年 3月に 4台 の 速 度 型 強 震 計 ( 村 松 式 ，東京測擬製. VS-335 

型3台. VS-235型 1台)を地設して地 震動観測 を行 っている。これは、加速度

及び速 度 計 測 値 の 互 換 性を検証し 、変位挙動の 把握に資 する目的である。尚、

速度計には遅延装 置(遅延時間 5秒)及び各チャンネル同時デジタル収録装 i丘な

どを装備した。また 、昭和 58年 6月から昭和 59年 11月 の期間、ドライエリア

遮蔽用板を PC版からベニヤ板へ の取り替えを行った。これは 、PC版とドライ

エリ ア側壁天端との閣に働く摩擦力を除去し、小規模地震におい ても免震 γ

ステムの挙動を犯握する目的で行った処置である。各計担1)Il~の配置を図 5.7 に
示す。

5.3.2 観 測 地 震 波

現在までに、 22回の中小規模地震によるデータが採取されている 。表 5.1

と図 5.8に気象庁地震津波監視諜発行の「地震 ・火山駐車 況 」に 基 づ い て 作 成 し

た地震の概要と観測地震の震源地を示す。現地に近い千葉市での震度は W が

4回，町が 7回 ，日以下 が 11回で ある。観測された 22種類の地震のうち、震

源が海 洋深発 性で比較的大きな地 震 (マグニチュード 7以上)は、 YC-840101と

YC-840306である。 YC-840914は長野県西部地震の記録であ る が 、 千1告の震度

はHで、さほど大きくなかった。 YC-851004は茨城千葉県 波で発生した地震で

ある。八千代市は震央から非常に近い距離に位置し、直下型地震の記録であ

り、 最初に基礎部での観測加速度が 100galを越えた地震で あった。 YC-871217

は 基 礎での最大加速度が 130gαlを越えた 22回の記録中愚大のもの で 、 このと

きは千梨県内で被害が発生 した 。図 5.9に YC-851004. 図 5.10に YC-871217の

観測加速度波形を示す。

5.3.3 観測結果

図 5.11に は 、 観 測 された地 震の最大加 速 度 値 を 俸 グラフ にして示す。こ

の図から 、BASEにおける最大加速度が 20gal以上の地 震動記録は、上部椛造

の応答値 が 低 減 し て いる事がわかる 。その 中でも、 YC-851004. YC-871217 

YC-880318は、加速度応答倍率(l.FL)/(BASE)が 1/3~ 1/5程度 に低減してい

る。又 、この場合上部構造の地幅も少なく、免震効果が顕 著にとらえられた n

基礎と 上部建 屋での 観測加速度波形をフーリエ積分(パンド パスフィルタ二

人'=O.111z.I1 =50Hz)して求めた変位波形の差をとり、、層間変形を求めた 。そ

の結果、 BASEと l.FLの相対変位の段大値は、 YC-871217の時で、約 l.2cmと
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表5.1 観測地震波

号番 名 flF 年発同震日H時寺分
震 語草 地

7ffz'+' こ 記録!ちi有 深さ Z宰安封11名

11 YC-830521 S58. 5.21 35" 15' N 30 千葉県東方沖 5. 2 A 

19: 46 140' 24' E km 

2 1 YC-830702 S58. 7. 2 36'54'N 50 福島県沖 5. 8 A 

7:03 14t'54'E km 

31 YC-831028 S58. 10.28 36' 13' N 60 茨城県南西部 5， 2 A 

10: 50 139'59'E km 

41 YC-840101 S5 9. 1. 1 33' 16' N 400 東海道はるか沖 7. 4 A 

18:06 136' 59' E km 
51YC-840117 S59. 1. 17 36' 27' N 40 茨城県沖 5. 6 A 

20: 13 141' 13' E km 

6 1 YC-840306 S59. 3. 6 29'28'N 460 八鳥丈日島付近/南300km 7. 9 A 

11: 18 139'08'E km V 

7 I YC-840914 S59. 9.14 35' 49' N 2 長野県西部 6. 8 
8:49 137'34'E km V 

8 I YC-840915 S59. 9.15 35'47'N 6 長野県西部 6. 2 
7:14 137' 28' E km V 

9 I YC-8409 1 9 S59. 9.19 33' 56' N 46 房総半島南東沖 6. 8 
2:02 14 l' 51' E km V 

10 YC-841217 S59.12.17 35' 36' N 78 千 f~県中部 4. 9 A 

23: 49 140'03'E km V 

11 YC-841219 S59.12.19 37'08'N 44 福島県沖 5. 3 
4:35 141' 34' E km V 

12 YC-850411 S60. 4. 11 29' 58' N 415 鳥島付近 6. 8 
J: 26 139' 17' E km V 

13 YC-850413 S60. 4.13 35' 37' N 72 千葉県中部 4. 5 
1: 12 140' 07' E km V 

14 YC-850421 S60. 4.21 35'46'N 81 千葉県北部 4. 5 

23:29 140' 12' E km V 

15 YC-850511 S60. 5. II 37' 06' N 45 福島沖東部 5. 3 
19: 41 141' 36' E km V 

16 YC-851004 S60.10. 4 35' 53' N 78 茨城・千築県境 6. 0 A 

2 J: 26 140'09'E km 
17 YC-860624 S61. 6.24 34'50'N 73 房総半島南東部 6， 5 A 

11: 53 140' 43' E km 
18 YC-870630 S62. 6，30 36' 12' N 55 茨城県南西部 5. 1 A 

18: 17 140' 06' E km 
19 YC-870712 S62. 7， 12 36' 09' N 55 茨城県南西部 4. 8 A 

13:31 140' 04' E km 
20 YC-871217 S62.12.17 35'18'N 48 千葉県東方沖 4. 6 A 

14: 07 140'29'E km 
21 YC-880318 S63. 3.18 35' 40' N 99 東京都東部 6.0 A 

5:34 139'39'E km 
22 YC-890219 S6 4. 2. 19 36'00'N 54 'di.減県南西部 5. 6 A 

21 : 27 139'55'E km 
注) Aは加速度型強震計、 Vは速度型強震計による記録が行われたことを示す。
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なった 。

i!Il皮型強 bH↑と加速度型強震計の同 H与記録が得られた地震は、 YC-840306

とYC-841217の 2つである。この別々のシステムによって記録された波形の互

換性を調べるために 、それぞれの波形について微分・積分を行い、相互に比

較を行った。微分 ・積 分の処Jllは 変位波形を求める場合と同級に、フーリヱ

変換を用い、周波 数 領 域で実施し 、更にパンドパスフィノレター処惣を行った。

YC-840306の EW成分についての 比 較を図 5.12に 示 す 。尚、速度型強震計には

遅延装置が設置されているため記録開始時間に差が生じて い る 。 同 図 よ り 、

微積分波形は相互に良い一致を示している。従って、こ こで変位波形を求め

るために使 用 し た 微 分 ・積分の手法の妥当性、並びに観 点1)データの信頼性が

検証さ れ た も の と 考 えられる。
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5.4地震時挙動のシミ ュレー ションi)8)9)

5.4.1 建物重量の計 担11

建物峻工 i症に 、上部情造の全 llililを 計 測 し た 。 計 測 にあたっては、各アイ

ソレータ位訟で、 6台の油圧ジャ yキと 501ロードセルを用いて、iJ1物を浮か

して各ロードセルからの荷重を合計した。 3回の測定の結果、iJ1物 lli虫は 2141

であることがわlった。従 っ て 、 以 下 の 解 析 で は 、 上 部 構 造の重 111として 2141を

用いる。

5.4.2 解 析 モ デ ル

解析モデルは、モデル Aとモデル Bの 2極類とした。

モデル Aは、図 5.13に示す 1質点系せん断 パネモデルである。上部椛造の

岡H生がアイソ レ ー タ の剛性よりも十分大きいので、上部椛 造が問IJ体並 jjfj運

動 のみを行うと仮定し た 。 図 5.14にせん断パネの復元力 特性を 示す。復元;/)

特性の第 2岡IJi生1(2は、アイソレータの全水平パ不定数である 。初JWl剛性1I'Jを

f{J = 16 X 1(2としているのは、建物周辺のドライエリア遮蔽用 PC版の殴擦を

考 慮した為である。アイソレータの水平パネ定数は、地 震時相対変位が非常

に小さいことを考慮して 、 圧 縮 せ ん 断 試 験 よ り 得 ら れ た荷重 変位 l曲線の小

変位域での剛性を用いた。図 5.2より、アイソレータ 1体の水平パ不定数とし

て0.631/cmが得られ、全体の剛性を f{2= 3.8t/cmとした。降伏点 Q.は、 0.428t

とした。粘性減衰定数として 2%を考える。ダンパーが無いとした時の周期は

1.5紗となる。

モデル Bは、図 5.15. 図 5.16に 示 す よ う に 、 ア イ ソ レータ(水平方向弾担

性，鉛直方向弾性)の 上に建つ梯性立体ラーメンとしたモデルである。骨粗

は、剛域の効果，的げせん断 ，輸変形も考慮した。各床は、 x}y， Bzの3自由度を

持つ剛床とし、各 |替の間での柱の車IH変形による高次の振動の影響を取り |除く

ため、 2階の柱梁交点、に上下方向の自由度を持った質点を設け、上下振動及び

ロッキング娠動を考慮した。アイソレータは、 8本の同ーのせん断パネを 22.5。

間隔で 放 射 状 に 設 け た MSSパネとした。図 5.17に MSSパヰの概念図を示す。

MSS(Multiple Shear Spring)モデ川0)は 、 水 平 面 内 に 多 数 の蝉塑性パネを等角度

に配して、二方向耐力相関の影響を考慮できるようにしたものである。 MSS

モデルにおける 1つのせん断パヰのパネ定数 kと降伏耐力 q.は次式となる 。

k = 
](' 

n 

乞cos2(mD)
m::;::;l 

q. 
Q; 

n 

乞Icos(mD)1 
m=】
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ここで、 f，' MSSモデル全体のバ不定数

Q~ MSSモデノレ全体の降伏耐力

n MSSモデルを構成するせん断パネの個数。 各せん断パヰ聞の角度(本解析では、 ()= 22.5・)

モデル Bでは、 6偲の MSSパネの合計が区15.14に示す復元力特性と等しくな

るように、表 5.2に示す 値を用いた。アイソレ-:7と上部椛造の減哀は、 2%と

0.5%とし、歪エネルギ比例型減衰として解析に取り入れた。表 5.3にダンパー

が無いとした時の固有周 期を示す。 1，2次が並進モード. 3次 が 探 れ の モ ー ド

4，5次以上が上部構造の周期に対応する。

5.4.3 入 力 地 震 動

入力地震動は、 1985年 10月 4日に建物法礎で記録された加速度記録

(YC-851004)と 1987年 12月 17日の加速度記録 (YC-871217)である。解析で

は、地盤の変形等については一切考慮しておらず、各アイソレークには同 ー

の地震 動入力を行い、モデ ル A では、 EW 成 分. NS成分別々に解析を行 った。

今回の地震記録は決して大規模なものとは言えないが、これまで記録されて

きた地震記録の 中で は 最大のものである。

5.4.4解析結果

図 5.18と図 5.19は 、YC-851004記録と YC-871217記録を入力した場合のモ

デル A，Bによる応答加速度波形と屋上での観点IJ披 の 比 較である。

モデル Aの解析結果を 観 illlJi皮と比較した結果、最大応答値に着目すると、

観測 j症とおおむね一致 し て い る と 言 え る 。 こ の こ と は 、法礎免震締法の建物

の地震時挙動は、剛体 1次モード が車越したものであるために、比較的単純な

モデ ルを用いた解析においても、地震 H寺建物の挙動をか な り 説 明 で き る こ と

を示している。しかし 、観測波に 含まれている高次振動成分は再現できてい

ない。モデル Bでは、この高次振動成分がよく表れており、観測波との比較に

おいてもモデル Aよりも詳細な比較が実現されている。これは、解析 i時には

モデル Aが EW方向成分 .NS方向成分別々に入力を行ったのに対し、モデル B

は、辿物の骨組みをそのまま解析モデルに置き換え 、同時 入力を行い 2方向

せ ん 断力の相互作用を考慮しているなど、実物の建物により近いモデル化が

な さ れているためであると思われる。

図5.20は、 YC-851004記録 を入力した場合のモデル Bによる応答加速度波

形と記録波形の 比較である。同図は、応答加速度が最大値を示す部分を拡大

して ti1iかれている。同線に、図 5.21は、 YC-871217記録を 入力した湯合の屋上

での波形の 比較である。 解析は、観測波の高次振動成分を良く再現している。

図5.22は、 YC-851004記録の場合の EW成分の解析波と観測波の応答スベクト

ルを示したものである。応答解析と観 ollJ放の応答スベクトルは良い対応を示

している。基 礎の応答値と比べ、短周期領 t或において免震効果が顕著である
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己とが 1"1る。

以上より、 ~é h~ 構造 の 11立大応 符{l(i に行けするのであれば、モデル A のはな

巾純なモデルをJlIいても、卜分 な t，';/.正を (jしているといえる。しかし 、 1_ :~i; 

!Hiのフロアレスポンス等をI:¥J題とする場合には、モデル日の協な、より "j

組!なモデ Jレの 使川が必姿となる であろう。

1'~15. 22 YC-85100~ ，;己u の1'\1'成分による iむねスペデトル (h=002)



5.5 まとめ

本免震住宅の振動実験，地震観 ðll) の結果より、以下の知見が i~1 ら れた 。

l 免震住宅の振動実 験 の 結 果 、 ダ ン パ ー の 有 無 、 全 ての条件下に於て最大

変位約 16cm(せん断変形率 250%)を与えて振動させた結果、何れの条例

下においても積層ゴムのゴム層言明l離等の異常は観察さ れ ず 、 仮 動 収 束 後

の積層コームの復元力も確認された。

2本免震住宅では建物峻工後の昭和 58年 4月から地震動観測を実絶してい

る。現在まで、基礎部分で 100galを越える 2回の地震記録を含め、計 22回

の地震が記録されている。本住宅は、未だ大規模な地震には迎 j~ してお

らず、観測データの評価は必 ず し も お く な い と 思 われる。しかし、中小

規模地震における免震構造システムの挙動を考察する上では、有効な資

料が得られたもの と 考 え る 。

3 立体解析モデノレを用いた解析により、かなりよく本構造の地位 11寺の挙動

が説明できた。最大応答値のみならず、建物が立体ゆえに持つ t辰野j袈紫

を考慮する必要の あ る 場 合 に 、 本 論 で 用 い た よ う な立体モデルを使用す

る解析手法は有効であると言える。

また本論では、建物の地震鋭損1)と 解 析 に よ り 、 本 構 造 の地震時挙動がおい精

度で予測可能なことが実 担1).解析の両面にわたり裏付けられた。
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第6章結論



本論文は、免震構造の設計に関する諸:fi!の 定 吐化を 13111 し、 E に 、 f，~陪 コ

ム、ダンパーの実験結果に基づく設計式の促示、免震構 造の 応 答 子 nliJ 式 の ~'I'
価、並びに実在免震建築の地震観測jの概要に つ いてま と めたも のであ る。以

下iこ、その結論を述べる。

積層 コ ム ア イ ソ レ -7は、免震構造において最も重!JQな構造部材である 。

この織な積 層コ ムの 特性は、実大実験により確認されねばな らない 。本 論 で

は、積層ゴムの特性を 、主に直径 4004>と 5004>の積層ゴムを用いた圧縮，圧縮せ

ん断実験により明らかにした。その結果、圧縮荷重の変動に対して、水平剛

性の変 化 が 殆 ど 無 視 で き、高圧縮応力皮の下でも不安定現 象 が 起 き な い た め

の積層ゴムの設計条件としては、 (2.18)式が満足されねばな らないこ とが判明

した 。

1次形状係数 5， 2: 15 

2次形状係数 52 2: 5 (2.18) 

上式が満足される場合、積層コムの設計に関して以下の知 見が 得 られた 。

l妓lJ型積層ゴムの限界圧縮応力皮が、 1000kg/cm2以上 で あ る こ と を 実 験

により確認した。

2 圧縮応力皮が 150kg/cm2程度以下の範囲では、積層ゴム の 水 平 岡IJj生の算出

には純せん断式である (2.17)式を用いることができる ことを確認した 。

3.積層ゴムの鉛直剛性 は (2.21)式を用いて算出できることを 確認 した 。

4 綾着型積層ゴムの最大歪量について検討を加え、従来の提案式を修正し

た(2.41)式を最大歪塁 の 予 測 式 と し て 提 案 し た 。 (2.41)式は FE M解析に

より求められた盛大歪皮よりも若干大きめの値を予 nllJする。

5.積層ゴムの 2年間に渡るデリープ試験と促進熱劣化試 験 の 結 梨 、 及 び 耐

久性に i期する文献調 査 か ら 、 積 層 ゴ ム の 耐 久 性 は 非常に俊れたものであ

ることを確認した。

6. (2.17)式の水平剛性算定式を用い免震建築物の 1次固有 周 期 と 圧 縮 応 力 皮

と の関係を明示した。これにより、直径の大きな積 層ゴムを高圧縮応力

皮の 状 態 で 使 用 す る方が免震効果が高い、即ち周期が{中びることを定量

的に示した。

7高分 子の 分子 鎖の {申びきり効果を考慮した引張変形における応力lJf.と仰

長比の関係を積層ゴ ムに適用した。この結果、接着型積層ゴムのハード

ニン グま で含 めた 復元カ特性を (2.31)式と (2.32)式によりほ定可能である

ことを示した。
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8 固百型積層ゴムを新たに開 発 し、そ の 復 元 力特性 が完全 ~iiì 9ll t't '¥'jに近 い

形を示すことを明らかにした 。

9国務型の復元力特性において、せん断耐力係数μと圧縮 f::i呈 P及び ゴ ムJI'ii

数nとの関係が次のように示されることを実験的に椛認した 。

μoc p-t t μ江 711 (2.46) 

免震屈 の 最 大 変 形 量を抑制lし、フロアレスポンスを改善 す るた めに は、 ダ

ンパーを設置し、免震椛造に適度な減衰を付与することが必要 である。 ダ ン

パーの設計条件は、地震により系に投入される全エネル ギ入力を 全て 吸収 で

きるようにすることである 。現在、試行されている 7 ンパ ーは、 J)子ji勾j性型，

2)摩掠型， 3)粘性型に分類できる 。これらのダンパーは、それ ぞれ に長 所 ，短

所を有しているが、建築部材としての信頼性，取級い易 さを考えると、現在

のとこ ろ 抑 塑 性 型 が 履適であると思われる。本論では、鋼材と鉛材を mいた

弾塑性型ダ ンパ ーを 開発し、同ダンパーの実大実験により、そ の 特性を l別 ら

かにした。ダンパーの実験とその解析から以下の知見が 得 られた 。

J. :'1ンバーの復元力特性が完全弾恕性型であるとした場合、エネルギの

釣合からダンパーの累積塑性変形盛が (3.3)式で惟定されることを 示 し、

(3.3)式と応答解析 による結果は良い対応を示すことを舵認した 。

2免震用ダンパーとしてスチールダンパーと鉛ダンパーの 2簿類の弾塑性

型ダ ン パ ー を 開 発 した。両ダンバーはともに設計の自由度が高〈、復元

力 特性を自由に設定することが可能である。両ダンバーの実物実験から

免震用ダンパーに要 求 さ れ る 性 能 を 満 足 し て い る ことが認められた 。

3スチー Jレダンパーの剛性は (3.6)式と (3.7)式、耐力は (3.10)式と (3.11)式に

より評価できることを 確認した。

4鉛ダンバーの降伏耐 力は、 (3.13)式に示す簡単な実験 式 に よ り 惟 定 で き

ることを示した。

以上 述 べ た 積 層 ゴ ムアイソレータとダンパーを有する免震情造において

は、強震時にも上部構造は蝉性範囲に留める織な設計が可能となる 。 この場

合、上部構造は免震層の最大せん断力に基づいた許容応力度設計法が適用で

きる。よって、免震構造の設計においては免震部材(アイソレ-:'1とダン バ ー)

の設計が最も重要となる。免震部材の特性は実験によりほぼ完全に杷短でき

る為、免震椛造の地震応答は十分な精度で予測可能となる。従 って、本論で

It、免震 情 造 の 設 計 で 特に重要な免震部材に着目し、その応答評価に l弘li!llす
る入力地震動の取級いと 簡 易 設 計 手 法 に よ る 応 答 予 測 の精度について主に検

討 し た。更に、実際の免震建築のモデルを用いた地震応答解析を実胞し、免

~ 11i 造の地震応答特性について考察した。検討の結果得られた知見を以下に
示す。
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l免震荷造への入力地震動として、ヱネルギ入力量に白目し て 、地 災 被!f;

の振幅と時 間車由を適切に 調整すべきことを提案した 。

2この 織にして作成した地 震被をJllいた応答解析結果より目僚とするヱネ

ノレギ入力がほぼ達成され得ることが認められた。

3エネルギ授受に廷づいた簡易設計式についてその予測のね!交を応答解析

により検証した。予測式は、ほとん との場合 、応 答解析結!l<!を 1.0~ 1.6 

倍上回り、安全側の評 価 を 与 え る こ と が 判 明 し た 。

4 免震部材を適切に設計する~~で、建築物の動的挙動をある程度自由に設

定可能となる。設 定した動的特性は、 実験(自由振動 ， 強制振動実験~)

により、確認する事 が可能である 。

5地 震力の大部分が免 震 部 材 で 吸 収 さ れ る 為 、 上 部 椛造を弾性範囲内にと

どめる事が可能となる。

免震構造の地震時挙動を把握し、且つ、解析モデルの妥 当 性 を 検 証 す る た

めに 、干m県八千代市に実物の免 震 住宅が建設された 。この免震住宅は、 2階

建鉄筋 コ ン ク リ ー ト 造 で、重量は 214tonである。 これを直径 3004>の 駁庖 ゴム 6

体で支持 し て い る 。 免震住宅の若本振動特性調査の為、常時微動計 i!{l)，強制l
振動，自 由 振 動 実 験 を実施した。地震観測は、建物竣工時 か ら 現 在 ま で 、 継

続して いる。この免震住宅で実施された振動実験，地震観測の結果よ り、以下

の知見が得 られた。

l免震住宅の振動実験 の結果、ダン パ ーの有無、全ての条件 下に於て段大

変位約 16cm(せん断変形率 250%)を与えて振動させた結果、何れの条件

下においても積層ゴムのゴム層剥離等の異常は観察されず、振動収束後

の積層ゴムの復元力も確認、された。

2本免震住宅では建物竣工後の昭和 58年 4月から地震動観 nl')を実施してい

る。現在まで、基礎部分で 100galを越える 2回の地 震記 録を 含め 、計 22回

の 地震が記録されている。本住宅は、未だ大規模な 地震には遡過してお

らず、 観測デ タ の評価は必ずしも高くないと号、われ る 。しかし、中 小

規模 地 震 に お け る 免震構造 νステムの挙動を考察する上では、有効な資

料が得られたものと考える 。

3立体解析モデルを用いた 解 析 に よ り 、 か な り よ く 本 構造の地震時の挙動

が 説明できた。最大応答値のみならず、建物が立体 ゆえに持つ仮動要素

を 考慮する必要のあ る 場 合 に は 、 本 論 で 用 い た よ うな立体モデルを使用

する 解析手法は有効であると 言 える 。

免震情造は、地震力から建物を解放することのできる魅力的な構造システ

ムであり 、地震国日本においても地震力を考えないで建物を 設計することを
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可能にする 術 法で ある 。 こ の 情 造 シ ス テ ム を よ り 完 全 なものとするには、将

来起こるであろう 地 震 動の 予 測 の粕 皮を上げることはもちろん 、脱届ゴムや

ダンパーの 研 究 ・開発も続け られ る必要がある。本論文で述べた問 符 型的思

ゴム な どは、従来の倭着型積層ゴム とは異なった特性を有し 、免震性能の向

上iこ寄与 す る こ と が 大 であると考え られ る。
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付録 1 ゴム弾性理論1)2)3)4)

積層ゴムのように両面が拘束された首位体(円住状のブロ y ク)の平均応

力度σと歪み eの関係は、見かけの縦目単位係数を Ecとして、

σ=σJ+σ2 = Ec. e (付 11)

と表せる。 σ1は両面の拘束 がない場合の均ーな変形成分に対応し、のは両面

が拘 束されたことに よって発生するせん断変形の成分に対応している。前者

に対しては、

σJ = Eo. e (付 1.2)

ここで、 Eo コム材料のヤング率

とな る。後者に対しては付図 1.1に示すように、はらみ出し部分が飲物線を錨

く と仮定して、以下の械に求められる。変形前後で体積が不変であるとの条

件から、

1f R2tR 

u 

41fuRtR 
1fR

2
(tRーム)+ー す -

3Rム

4tR 

ここで、 R 中 心 か ら の 距 離

tR:ゴム厚

ム 圧縮変形霊

u・はらみ 出し量

(付1.3)

が得られる。但し 、l-e'"1， R::Tuと仮定した。増分圧力 dpは古典卵性論

より

dP=-H守)dR (付1.4)

となる。(付 1.3)式を(付1.4)式に 代入し、中心か らの距離 Rの位也での圧力 pを

求めると

p =ーか=~lf (寺互い=守(子_R2) 
【 D2

( 4R2¥ 

= ~.o. e石1¥1-1)2) (付l.5)

となる。平均圧力σ2は、 全拘束面積について、 pを積分すれば求められる。

2 = iffPR dOdR=寄10
lf
[ R (子 R2)de. dR 

色主主旦')/主一 (πEo.e グ)/A_ Eo. e. D2 

32t~ - 32th ------stτ- (付l.6)
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(付1.7)

従って、全平均応力皮σは(付1.2).(H 1.6)式を(付1.1)式に代入し て 、

σ=A e(Id)=Eo《I+2S?

ここでふ=旦
‘ 4tR 

となり 、 圧 縮 変 形 に 対する見かけの縦神性係数 Ecが、

(H 1.8) Ec = Eo(1 + 2Sf) 

と得られる。最大圧縮応力皮σrno:rは中心部で発生し、(付 1.5)式におい て R=O
とおくことで

(十t1.9) 

となる。これより、平均応力皮σに対して最大応力度はふが 十 分 大 き け れ ば 、

約2倍となることがわかる。

一方、ゴムプ ロック表面におけるせん断応力度7は、

σz=ae(Id)=Ae(]+4sf 

T=引先) (付 110)

によって得られるが、 こ の 為 に は 平 面 保 持 の 仮 定 が 成 り 立たねばならない。こ

の仮定は、ゴムプロ y クの周辺部では厳密には 成立しない 。しかし、ある程

度薄いゴムプロ y クに対しては、十分適用可能であると考えられる。(付1.5). 

(付 1.10)式より、せん 断応力皮は、

Eo' e. R 
T=一一一一一ー一一

IR 

と表せる。最大せん断応力皮は、ブロ y ク端部で発生し、

(付 111)

一一
hz

 
a
 

m
 

T
 

となる。一方、(付 1.3).(付1.4)式より

θ2p 4Eo . e 

θR2 th 

となり、これを 2次元の場 合 に 拡 張 す れ ば 、

(付 112)
。2p d2p 4Eo . e 
-一一一θX2 'θy2 t主
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と変形できる 。 こ の偏微分方程式を解き、応力分布を求めれば、

p = D2.~ e (1 _ 4(X2~: y2)i = E e ~: (1 _ 4~~2 ì 
4tτ¥" - D2 )一心石J;¥"-Jj2)

が得られ、(付1.5)式と一致する。

次 に両端が剛仮で拘束されたゴムブロ y クに曲げモーメントが作 HJす る 湯

合、モーメント Mと 回転角。の関係は、見かけの弾性係数 E，と断面 2次モーメ

ント/を用いて次式で与えられる。

E.. 1. e 
M = M) + M2 = =:._一一

ιR 

ここで、 M)は匂ーな曲げ 変 形 に 関 わ る も の で 、

M， = Eo・I・8-
tn 

)
 

q
d
 

l
 

句
『
I
&

ー
、ィ(

 
となる。 一 方 、圧力分布に関わる M2は、圧力函数 pによる モ ー メ ン ト を 全 面

積 に わたり積分することで求められる。 (付 1.12)式と同様に、

θ2p ， θ2p 4Eo' e. X 

- 一 一 一θX2 θy2 t主 (付1.14)

となり、これを角干けば 、

す表を離距

「

の

4

、り

¥
111/
 

ぽ一
m
y

恥

一

転

/
H
L
回

d
p

一
+
」
。

¥一
3
R

X

r
p
M
t
 

-
0
0

、

均

一

で
=
」

p

こ

(付1.15)

よって、

M2 = 210' 10' XpR.de.dX 

En . e. D2 r幸 r' ‘ ( 4R2¥ 内

一二一一「一一 I I RO 11一二ιーIcos. e . de . dR 4t五 Jo Jo --¥ - D2) 

2Eo・1 Sf. e 
(付1.16)

3 tn 

(付Ll3).(付1.16)式よりモーメントと回転角の関係は、

En.I.D/2 λ 
M = M) + M2 = =-:一一 !1+ ~st) (付1.17)

tn ¥" 3~)} 

即ち、

ι=ん(1+~S;) (H 1.18) 

となる。
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付録 2 Haringx理論1)

付図 2.1に示すような弾性体を考える。神性体の高さは 九 で 、 圧 縮 1:lj重 Pが

作用している。弾性体の下部は固定されている。弾性体の上端に水平力 Fが

作用し、事Ht体は水平方向に自由に変形する。この時、上端の回転は Oとす

る。弾性体の水平変位を u(x)，たわみ角をψ(x)とする時 、モ ーメン トM(x)と

せん断力 V(x)は、

M(x) = Mo -Pu+ Hox (付 2.1)

V(x) = -lIocosψ+ Psinψ勾ーlIo+ Pψ (H 2.2) 

と表せる。ここで 、日を弾性体 の曲げ剛性 ，sをせん断剛性とすれば、

M(x) =日 ψ'(x)

V(x) = s{u'(x)一ψ(x)}
(付 2.3)

(付 2.4)

となる。弾 性体のヤング率を E，せん 断 弾 性 率 を G，断面 2次モーメントを J，

断面積を Aとすれば、曲げ剛性日，せん断剛性Fは次式で表せる。

白 =EJ ， β=GA (付 2.5)

(付 2.1)と(付 2.3)，(付 2.2)と(付 2.4)を 等 置すれば、次式が得 られる。

白ψ = Mo _ Pu+ fIox 

β(u'_ψ) = -Ho+Pゆ

(付 2.6)，(付 2.7)式を整理して、

白砂，+ Pu = Mo + fIox 

βdー (s+P)ゆ= -110 

(付 2.9)式を微分すると、次式が得られる 。

ψ s.II 1 11 
=ーー一一-::-u =一一一一一一-=u

s+r  1+P/s 

乙れを(付 2.8)式に 代入し、

q2=;(l+7) 
とおけば、次式 が得られる 。

? Mo + ffoxぅ

u.. + q"U = P q" 

(付 2.6)

(付 2.7)

(付 2.8)

(付 2.9)

(付 2.10)

(付 2.11)

(付 2.12)



同時に 、 (0 2 . 8 ) 式を微分すると 、次 式が f~} られる 。

αψ"+ Pu' = Ho 

Ho -aψ" 
u = ーー一一ーーー一一一一

P 

これを、(付 2.9)式 に代入すれば、

" 今 I1n ^ ψ川 内=-~U q~ (付 2川

(1干2.12). (付 2.13)式の 一 般解は次のようにおける 。

Mn Hn 
u叫中刷(いωzけ) = Ac∞ω叫O伯s叩(

H 
ψ(x) = Cc州 x)+D州 x)+す ( 付 2.15)

(付 2.10)式に(付 2.14)(付 2.15)を代入 す れば、

C=えB， D=十 (付2.16)

となり、(付 2.15)式は次のように容き換えられる。

ψ(←iB州

境界条件は、

u(O) = 0 ， ψ(0) =ψ(h) = 0 ， Ho = F (付 2.18)

となり 、これを用いて未定係数は、

nua 

白
ん一戸一一B

 
(付 2.19)

A = 生 Ho白qト C団 (qh)
P p2 sin(qh) 

と与えられる。 (付 2.19)式を(付 2.14)式に代入し、頂部変 形 (x= h)を求める 。

やら耕立-争(事sin(qh)-h) 

=引出と竺虫旦_，，1
P l P sin(qh) -J 
F I (ah ¥ I 

=戸 12白q.tan 1τ卜 Phl
よって、水平パネ定数 J(Hは

K F P2 
H=一ー一一=

u(h) 山 n(子)

u(h) 

(付 2.20)

となる。
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付録3 弾性体のせん断変形時の鉛直沈下量1)

付録 2で考えた弾性 体 に つ い て 、 せ ん 断 変 形 時 の fH直 it下 i百を 求め る。 Sip
位体の全内部エネノレギ wは、

W=;fM(z)ψ'(z)dz+jfw){d(z)一的)}dx 

と表せる。上式に(付 2.1)式と(付 2.2)式を代入する 。

(付 3.1)

fh ， . ， ~" .， ， •• . ，. 1 (h 
w=E人{Mo-Pu(x) + Hox}ψ'(z)dz+Ei{Pψ(x) -Ho} {u'(x)一ψ(x)}dx 

(付 3.2)
(付 3.2)式を(付 2.18)式の境界条件を考慮しながら、積分すれば、

fh r " ， •. 1 ̂  1 w= ~Fu川u叫州州(いいh伽Z

が{得専られる。(付 3.3)式 右 辺 の 第 l項は、せん断変形による歪エネルギを表し、

第2項は鉛直荷重による歪エネノレギを表している。ここ で、右辺第 2項に:が

乗じられていないのは、付図 3.1に示すようにせん断変形時にも圧縮荷重 l;t変
化しない為である。よって、せん断変形に伴う鉛直沈下虫d.hは、

ムh=t {U'(州) ー シ
2叫dx

で与えられる。 u'(x)は(付 2.9)式より、

イ(x)= (1+~) ψ(x)+~ 
¥β/β  

となり、これを(付 3.4)式に代入すれば、

(付 3.4)

(付 3.5)

z
 

，d
 

Z
 

2
 

A
V
 

'
h
 r''''fnu 

、、E
E
E

，，
，ノ

T
A
-
q
L
 

+
 

P

一p

，，，，
e'aEEE'h

‘‘‘、
+
 

z
 

d
 

z
 

AUT I--o 
F

一β一一
'h
 

ム (付 3.6)

が得られる。ここで、 ψ(x)は(付 2.17)式. (付 2.19)式より、次式で表せる o

fi I f 0ム¥ i ψ(x) =討cos(qx)+ tan (を)sin(qx)ー 1f (付 3.7)

i;7、(付 3.7)式を(付 3.6)式に代入して積分すれば、結果として次式が得 ら

h==(~r 去[(1+手){子(1+T2
) -5 + TC(l-C) + ~(1一内C}
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付録4 アレニウス式についてJ)

促進劣化処理は、 J89a年に S.A.Arrheniusにより提唱された、化学反応.iA1立

と溜皮依存性との関係を表す次式を!.~本にしている。

dln(k) E 
d7ァ=五戸 (H 1.1) 

これを積分した次式が 7 レニウス式として多用されているものである。

k= A  exo i 41 
• ¥ RTJ 

ここで、 k 反応速度定数

A 温度には、治ど依存しない定数(頻度因子)

E 活性化エネルギ

R 気体定数 (1，986cαi/moi.K) 

T 絶対 ι1皮

(l・t4.2) 

(付 4.2)式は、活性化エネル ギ以 外の 運動 エネ ルギ を持 った分子の街尖が反応

を引き起こし、そのようなエ不 Jレギをもっ分子の割合は exp(-E/RT)に比例

し 、且つ温度が上昇するほとにその割合が高くなることを示している。

積層ゴムの劣化メカニズムを化学反応と同様に見倣し、アレニウス式に従

うとすれば、(付 4.2)式より劣化時間を tとおいて、

両辺の対数をとれば、

がi専られる。

i=A 叫

logt=-1一一 logA
2.303RT 一

(H 4.3) 

積層ゴムの使用環境温度九(K)における使用時間 toと 、 熱 劣 化 の 潟 皮 T(K)
における劣化時間 tとの聞にも、(付 4.3)式 が成立するものとすれば、

logto -1--logA 
2.303R九

logt=-E一一 logA
2.303RT 

と書ける。よって 、(付 4.4)式 より

t = to X lO-B(】/To-1/Tl/2.303R 

という関係が得られる。

(l・t4.4) 

(H 4.5) 



ここで、積層コムの使用 H寺/1}]を 80年 (29，200時間)，使川環視 iM，.立 7~ を
288J¥(J5"C)， 293X(20"C)， 298K(25"C)の 3通りとした場合の劣化 H年間 tを J?:出

する。コムの活性化エネルギを Eを 21.6kcαl/mol，劣化温度 Toを 373X(100" C)と

仮定すれば、必要な劣化時 間 tは、

とな る 。 環 境 温 度 の設定の途いにより、劣化時間 tには 2倍近い差が生じる。

又、アレニウス式に基づいて劣化試験の条件を設定するということは、ある

ーつの劣化メカニズム を想定していることに相当し、その惣定した劣化のメ

カニズムが試験温度範囲内で、変化しないことを基本にしている 。

参考文 献

1 日本ゴム協会編ゾゴム試験法ヘ昭和 55年 11月



付録 5 簡易設計法1)

Ii'i庖ゴムとダンパーが用いられた場合の、免震層の応答予 nl'Jを行 う。 免E芝
居が燥大水平変位を示す時主IJを tmとすれば、この時のエヰノレギのがj合式は次

式で表 せる 。

We(tm) + Wp(tm) = E(tm) (付 5.1)

ここで、町(tm) 時刻 1mでの弾性娠動エネルギ

Wp(tm) 時刻 1mでの塑性歪エネルギ

E(tm) 時刻 tmまでに地震により投入される

入力エネルギの総量

IIIi造物の耐震安全性を論じるような 強震時に は、系の塑性 歪エネルギが総

エネ Jレギ入力に占める害IJ合が高くなり、エネルギ入力 E(t)は時間に対し単調地

加の 関数となる。従って、(付 5.1)式において地 震 終了時 のエ不 Jレギ入力 E(to)
をE(tm)の 代 わ り に 用いることは耐震安全性の安全側の評価につながる。従っ

て、(付 5.1)式は

We(tm) + Wp(tm) = E(to) (付 5.2)

とお ける 。

系の弾性振動エネ ルギは、上部構造の応答が非常に小さいことから、積層

ゴムの弾性振動エネルギに等しくなり、次式により求められる。

帆 ( 山

ここで、 Om日 時刻 tmでの最大変伎の絶対値，

kJ 積層ゴムの水平パ不定数

ダンバーが存在しないとしたときの、免震建築の周期 T
fは、次式で求めら

れる。

積層ゴムのせん断力係数世fは

円=2作
Q，lt目

的 =M.g 

(付 5.4)(付 5.5)式を(付 5.3)式に代入すれば

Mg2Tl向2
We(tm) =一寸l_~J 

4"." 2 

(付 5.4)

(付 5.5)

(付 5.6)

となる。 t= tmにおけるダンパーの累積塑性変形量をO
Dmとし、

Q"，a. == kJ・Onta:r， も=ちk，・い=2司み.6mF=ihr+。んを考窓 す九 t
円(t"，)/We(tm)は次式となる。

監些d一一弘包 4号m ，. 
We(tm)一正孟瓦../2-(t二τ百"2'-"'''1

(Ii 5.7) 



ここで、 k" 
k， 

μm 

ηm 

6:，6; 
はax.8二日

6 
U 

k，jk， 
ダンバーの剛性

t =tmに於ける平均塑性変形倍率

= (6二日+6ふx)/28ν一1
t =tmに於ける平均累積塑性変形倍本

= (8: + 8;)/28. 
正 ， 負 側 の 累 積 塑 性 変形量

正，負側の最大変形彊

夕、ンバーの降伏変位

(付 5.6)式と(付 5.7)式を(付 5.2)式 lこ代入し、 E(to)= MVil2とすれば、

0'; (1 +設が，)= (詩r (i・t5.8) 

ここで、上式の右辺の (27rVE)/(g.T，)は (2.4)式より、ダン パーがない羽合の積層

ゴムの最大せん 断力係数に相当する 。これを 、白0=(2πVE)/(g.T，)とおけば、

(三)二1+か (ii 5.9) 

が得られる。

ここで、応答解析の結果から、免震層が最大変形となる時の平均累積塑性

変形倍率司mと平均塑 性変形倍率βmの 関 係 が 、 平 均 的 に次式で与えられること

が判っている。

可m = 4，urn 

これを(付 5.9)式に代入すれば、白dαoが次のように求められる。

一方、 Pm+ 1は、

(ま)=Tt
一一-~ ， (βm + 1)2山 '1

(付 5.10)

(付 5.11)

五 中 V ん

九 +1=す=Et372(付 5.12)

である。(付 5.11)式と(付 5.12)式 を用いて、繰返し計算を行うこと で、 αIとOmax

を決定することができ る。尚、(付 5.11)(付 5.12)式において、 Pm>>1であると

すれば 、これは、 Pm+ 1"， βmとおくことができ、(付 5.11)式より、

( α~r = _ 327r~ 一 目 ー

白oJ ，，32πo.k" O'o 
一一-

T，VE 0'， 
(付 5.13)



がi専られ、これを白J/αoに つ い て 解 け ば

( 白~)一=一α+ぷ 可7
由。 (付 5.14)

'こで、 α=竺些k，J= ~乃日s
TJVE 1fVE 

(付 5.15)

が得られる。これを(付 5.12)式に代入すれば、最大変形O
rnQXを求めることがで

きる。

以上より、免震層の最大せん断力係数也1は

白 1=0'，，+白j (付 5.16)

と なり、弾塑性ダンパーを用いた場合の段大変形量と第 ]府 の最大層せん断

力係数の予測:式を得ることが出来た。

付図 5.1と付図 5.2は、周期全fを償制lに取り、長大変形量Om日と i註大せん断力

係数α1の変化を、ダンパーの降伏せん断力係数日sをパラメータとして術いた

ものである。 VE= 100cm/sと して いる 。同 図よ りダ ンパーがある羽合の最大

変形は周期によらずほほ一定となることがわかる。せん断力係数白1が最小と

なるような内は周期 TJにより変化していることがやlる。

そこで、第 1層の層せん断係数の白1の忌小値を与えるダ ン バ ー の 降 伏 せ ん

断力係数民を求める。(付 5.14)式より積層ゴムのせん断力係数白fは、

白J= -8(>， +布石弓 (付 5.17)

よって(付 5.16)式より第 1層のせん断力係数は向の関数として次式により 表さ

れる。

白 1= f((>，) =再三五o-7a!i 

こ こで白n=2771/E
TJ .g 

(付 5.18)

α1が極 小値をとる時の(>，を(>，0とおく 。日，0は、 1'(臼，) = 0として求められる。

よって 、

α，0 = 0.2259(>0'" 0.00145主
， J 

(付 5.19)

であり 、この時の第 1層のせん断力係数の最小値白lmlnは、(付 5.19)式の白，0を(付

5.18)式に代入して 、

白 hnul= 0似同'"0.00310主
'f 

(付 5.20)

と得られる。従って、白1が最小 となる時の臼，0は、 VEとT，のみで決定されること

になる。 付図 5.3には、円と白山付図 5.4には、円と白1mよの関係を 示す。両図よ

り、免震主主築の周 期 TJとエネルギ入力の速度後算値 ¥l
Eが決定されれば、付 図

5.3と付図 5.4より、ダンパーの最適な降伏せん断力係数と そ の と き の第 ]倍 の

せん断力係数が求めら れる 。
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付録 6 ゴムの網目構造論1)2)3)

11図 6.1の織に立方体のゴム固体を考え、その内部 に I本 の分子 鎖 を 行え

る。この固体を X
"
X2，X3方向に伸長比がそれぞれ入1，入2，入3 で やl'1ーし た場 合 を

考える。この固体の内部は、分子網目から構成されているが、外部の 変 形に

伴い 内部のそれらも 一 様に変形していると仮定する(この械な 変形 は Affine変

形と呼ばれる)。この様な変形を数学的に表現すると、固体内 の 任志 の一 点

(X"X2 ， X3 ) が変形後、点 (X; ， X~ ， X~) に移るとして、

X;=λlX1 ， X~= 入2X2 ， X~ =入3X3 (付 6.1)

となる 。

ここで、 一 本の分子鎖が n個 の セ グ メ ン ト か ら 成 立していると する。 各セ

グメントの長さは tで、セグメント聞の回転は自由である 。 こ の 分 子 鎖 の 一 端

を原点 lこ固定し、他端が半径 Tの 球 面 と r+ d，、を半径とする球面の聞に入る礁

率は、

463 
今 内

P{r)dr = --;.._戸exp{-b-，'-) 
、17C

"弔 ι2_ 3 
'-- '--、 υ - 2nf2 

となる 。 但し、 γ ~neでなければならない。

ρの平均値戸は、

戸=100

川 r)d，'= nf2 

となる。

こ の様な分子鎖がもっ変形前のエントロビー 50は、

(付 6.2)

(付 6.3)

(付 6.4)

50 = C - kb2r2 = c -kb2{X; + X; + X~) (付 6.5)

ここで、 c 定数

k:ボルツマン定数

同織に、変形 i長のエントロビー sは

5 = C - kb2 ( 入ix;+ 入~XJ + 入~X~) (付 6.6)

となる 。変形前後のエントロビーの差ムSは 、(付 6.5)式. (付 6.6)式より

ム5= 5 - 50 = -kb2 [(入i-l)X;+(将収;+ (入~ -l)x;] (付 6.7)

となる 。
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いま、多数の分子鎖の集団を考える 。 こ の 時、いずれの分子釘i も A fTìl1~変形を

行うとし、 b2は全分子鎖に共通の他とする 。網目のエントロ ピ-65は、

ム5=乞65= _kb
2 [(入;-1) 乞 xi+(えーl):L x~ + (λ; -1)乞xi](H 6.8) 

ここで、乞は全ての鎖についての和を意味する。以下同様である。いま、 一つ

の分子鎖の端と 端との距離を rとおくと、 X1，X2，X3はそのベクトノレの成分とな

り、 X;+ Xj + X; = r
2であるから、

:L X; + :L X~ + :L X; = :L r
2 

-方、γの方向はランダムに向くので、先験的に

:LX;= :L X~= 乞 x;=jv
であり、鎖の数を Nとし 、r2の平均値を戸とすると、

:Lr2 = N-;:吉

となる。ゆえに (付 6.8)式は、

AS=-jNkb2戸州入~+入;-3) 

となる。

(付 6.3)式と(付 6.4)式より、 r2= 3j(2b2)であるから

AS=-jN川+入~+λ; -3) 

となる。

(H 6.9) 

(付 6.10)

(付 6.1J) 

(付 6.12) 

(付 6.13) 

ゴム分子鎖の内部エ不ルギが全て分子鎖の運動エネルギであると考えてみ

る。ここでは 、 ne~ γとしているので、運動エネルギの変化はほ とんど無いと

考えら れ 、 結 論 的 に は、内部エネルギは変化しない。よって、熱力学の第 一 法

則より、この変形に伴って外から加えられた仕事 W は、

日f -TムS

;NU仲λ~+ 入; -3) 

;G仲入~+入;-3) (付 6川

ここで、 G = NkT 

T 絶対温度 (J()

k ポル:;"<ン定数(1.3804X 10-23 J . J(-I) 

N 単位体積当りの鎖の数 (m-3
)

となる。
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付録 7 解析に用いた地震記録

地震記録名 方向 段大加速度 継続 11寺間‘ 時IlJI主11み

(cm/s2) (sec) (sec) 

EL CENTRO EW 219.0 53.40 0.01 

Imperial Valley地震，1940 NS 351.1 55.50 0.01 

1¥ 戸 EW 182.9 60.00 0.01 

十勝沖地震，1968 NS 225.0 60.00 0.01 

東 北 大 学 1FL EW 203.1 41.00 0.02 

宮城県沖地震，1978 NS 259.0 41.00 0.02 

TAFT EW 154.7 30.00 0.01 

I<ern County地 震，1952 NS 174.8 30.00 0.01 

本解析に用いた継続時 間を表す



付録 8 主な記号

A 断面積 (2章，3主主)

A(t) 原地震記録 (4:;;;:) 

A， 有効断面積 (2~) 

(せん断変形 時の積層コムの段上下面の重m面積)

D 積層コムのコム層直径 (2i;'i) 

鉛ダンパーの可焼部直径 (3立)
d スチー Jレ夕、ンパ の ]つ の鋼棒断面の 一 辺の長さ (3窓)

E 地 震 により系に役人される総エネルギ入力 (2章，3章，41;'i)
材料のヤング率 (3i;'i) 

Eo コム材料の縦蝉性係数 (2r;i) 
周期 T =九における総エネルギ入力量 (4章)

Eb コム材料の体積弾性係数 (2i;'i)

E， 円形断面のゴム板に曲げが作用した時のみかけの縦 ~!ì! 性係数

作品(1+;κSn)(2立)

Ec 円形断面のゴム仮に圧縮が作用した時のみかけの縦弾性係数

(=Eo(1+2κS:))(2章)
E，b ・ 体 積弾 性係 数で繍正したみかけの縦弾性係数

(= E， • Eb/(E， + Eb))(2:;;;:) 
Ecb 体 積弾 性係 数で補正したみかけの縦弾性係数

(= Ec. Eb/(Ec + Eb))(2 i;'i) 
EP 鉛 ダ ン パ ー の軸方向変形時のみかけの弾性係数 (3i;'i)

Ep :鉛 7ンパ の軸方向変形時のみかけの弾性係数の平均値 (3i;'i)

EI ・周期 T=T1にお け る総エネルギ入力量 (4章)

f ゴムの一軸引張 変 形 で の 引 張 応 力 皮 (2章)

凡 比例定数 (2章)

g 重力加速度 (2章，3章)

G ゴム材料のせん断弾性係数 (2立)
h 積層ゴムの全高さ (2'0:) 
H 鉛ダンパーの可縫部の高さ (3i;'i)

I 断面 2次モーメント (2i;'i，3i;'i) 

K 初期間性，パ ネ定数 (2~，3 君主)
K}/ 鉛直 荷量 を考慮した積層ゴムの水平剛性 (2章)

K }/o 鉛直荷重を考慮しない積層コムの水平剛性 (2章)

Kv ・積層コムの鉛直剛性 (2r;') 
](1 鉛ダンパ の第 1問II!生(3i;'i) 

K2 鉛ダンパーの第 2剛 性 (3r;e) 
/(3 鉛ダンパーの第 3剛 1生(3i;'i)

-172-



，1イ 端 部 を 固 定とした湯合のスチールダンパーの剛性 (3市)

pJ¥ 端部をピンとした場合のスチー Jレダンパーの 剛 性 (3;';!) 

/(0 初 期 剛 性 (4章)

f{， 最大変形点と原点を結んだ剛性(等 価剛性)(4主主)

ん 積層ゴムの有効的げ剛性 (2r.<) 

k， 積 層ゴムの有効せん断剛性 (2r.<) 

k， ゴム l層の圧縮刷性 (2r.<) 

k， 7 イソレ タの水平パ不定数 (4章)

L-l(X) 逆ランジュパン関数 (2fil)

M 総質量 (2章，3章，4章)

fMma~ : 端部を回定とした場合のスチールダンパーの最大出iげモーメント

(3章)

pMmll:r 端部をピンとした場合のスチー Jレダンバ の 最大曲げモーメント

(3章)
N 積層ゴムの個数 (2fil)

n ゴ ム 層 数 (2章)

P 積層コムに働く鉛直荷量 (2章)

ダンバ に{動く水平荷重 (3章)

凡 ダンパーの降伏耐力 (3章)

九 ダンパーの最大耐力 (3章)

Qm口 段大せん断 力 (2章)

Qy : 降 伏 荷 重 ，降伏耐力 (3章，4章，5i;!:) 
R :スチールダンパーの 1つのリングの半径 (3章)

S1 1次形状係数 (2章)

S2 2次形状係数 (2章)

T 1次固有周期又は周期 (2?t ，4な)

T， ダ ンパーがない湯合の系の周期又は免震周期 (3:Q:，4 fil) 

九 初期剛性 /(0に対応する周期 (4:Q:) 

九 等価剛 1生J(， Iこ対応する周期 (4fil) 

tn 積層ゴムのゴム 1層厚 (2r;!) 

ts 積層ゴムの鋼板厚 (2立)

tm 免震層が辰大応答変位となる時刻 (4章)

to 地震波の記録長さ (4r.<) 

h 総エネルギ 入 力 Eの速度換算値(=J2万五)(2幻抑制

VE ma:r最 大エ ネル ギ入力の速度換算値 (3章，4章)

W: 建物重量 (2章)
W， 弾性歪エネルギ (2主主，41;1) 

Wp 累積塑性歪エネルギ (3章A~!) 
Z 断面係数 (3章)

Zp :塑性断面係数 (3章)

α せん断力係数 (2r;!) 



Omaz r 

ダン パーの |降伏せ ん 断力係 数 (3な，4苧)

第 1庖のせん断力係数 の 応 答 fIIi(4 :41:) 

51'; 1 問のせん断力係数の 予 測値 (4j立)

I次剛性に対する降伏後岡11I生の 比 (2章)
"1せん断変形率 (2章)
"Ic ゴム仮の圧縮変形に伴うせん断歪 (2章)

ゴム寂のせん断変形に伴うせん断 歪 (2章)
積層ゴムの水平変形畳 (21;<)

ダンパーの全累積塑性変形fi1(3 :41:) 
7ンバーの降伏変位 (3章)

全 累積塑性変形量の応答値 (3I;e) 

全累積塑性変形霊の予祖11ft1i (3 :;;t) 

正方向の最大変形 (3:41:) 
負方向の最大変形 (3章)
i註大変形塁の応答値 (4:;;t) 

段大変形霊の予測値 (4:41:) 
最大変形量 (2章)

ゴム仮のせん断歪の総和 (2r;<:) 
単純号|張試験におけるゴムの破断{申ぴ (2章)

ゴム材料のせん断試験での破断{中ぴ (2章)
積層ゴムの圧 縮歪 (2:41:) 

α， 
α1， 
αIp 

F 

"1， 

o， 

p

v

r

P

 

6

6

p

p
 

F
A
U
F
A
U
 

，+ 
Vmoz 

O:az 

Omaz 

εm 

[b 

[b 

εc 

εd 圧縮歪εcにおいて特にせん断変形が無い場合、

即ち単純圧縮時の圧縮歪 (2:liL) 
η ゴムの破断{申ぴに乗じる係数 (2章)

累積塑性変形倍率 (3:;;t) 

可 平均累積塑性変形倍率 (3章)

可m 時刻 1mにおけ る平均累積塑性変形倍率 (4章)
Aη 各半サイクノレにおける塑性変形倍率 (3章)
ム可。 各 半 サ イ ク ノレにおける塑性変形倍率の平均値 (3章)

κ ゴム硬度による係数 (2章)
入 {申長比 (2章)

ん 最大伸長比 (2章)

μ 摩擦係数又はせん断耐力係数 (2r;<:) 

μ∞ 荷 量が非常に大きい場合のμの極小値 (2章)
戸間 最大塑性変形倍率 (3章)

時刻 1mにおける塑性変形倍率 (4r;<:) 
ν ポアソン比 (2章)

σt 積層ゴムの引猿応力皮 (2:!;e) 
a， 降伏応力度 (3宣言)

a， 平均降伏応力皮 (3I;e) 

T せん断応力皮 (2r;<:) 



付録 9 文献リスト (1991年 3月現在)

1 支部研究報告

l多田英之，安西勝彦 1 高山峯夫，吉屋尚樹，“Aseismiclsol alor に I~I する模型実

験(その 5)構 造物模型の振動実験及び解析ぺ日本建 築学会九州支部研究

報告，第 26号・ 1，構造系，1982年 3月(沖縦)

2.多田英之，高山峯夫，安藤勝利，武石俊哉;“Aseisl1甘cIsolalorに|渇する佼型実

験(その 6)線型 Isolalorの静的及び動的実験ぺ日本建築学会九州支部研究

報告 第 27号・ 1 構造系，1983年 3月(長崎)

3多国英之，高山峯夫，中村敏 i台，“AseismicIsolalorに関 する模型実験(その 7)

模型 Isolalorのダンパーテストについて六日本建築学会九州支部研究報告

第 27号・ l 構造系，1983年 3月(長崎)

4多田英之，高山峯夫，多国経史郎， 1t戸敏行，“実大 Isolalorに|測する実験研究

(その 2)広 範 囲 な領敏について"日本建築学会九州支部研 究報告 第 27

号 ・1 構造系，1983年 3月(長崎)

5多田英之，安藤勝利，高山峯夫，中野裕二，“溶接亜鉛めっき部肉鋼管アーチ

様造に関する実験研究(その 1)実験計画及び実験結果ぺ 日 本 総 築 学 会 中

国 ・九州支部研究報告 第 6号 ・1 構造系，1984年 3月(熊本)

6.多国英之，安藤勝利，高山峯夫，中野硲二，“溶援亜鉛めっき薄肉鋼管アーチ

構造に関する実験研究(その 2)実験結果についてぺ日本建築学会中国・九

州支部研究報告 第 6号 ・1 構造系，1984年 3月(熊本)

7 多国英之，安藤勝利，高山峯夫，酒井1;1;“免震構造に関する実物実験ー実験結

果及び地震波観測"日本建築学会中国 ・九州 支部研究報告 第 6号 .1

構造系，1984年 3月(熊本)

8多田英之，酒井章，安藤勝利，高山峯夫，“免震機造に関する実大振動実験(そ

の1)実験概要及び実験結果ぺ日本位築学会九州支部研究報告 第 28号・

l 構造系，1985年 3月(鹿児島)

9高山峯夫，多田英之，安藤勝利，森田慶子;“実大 Isolalorに関する実験研究

(その 4)，日本建築学会中国 ・九州支部研究報告 第 7号 ・1 術造系，1987

年 3月(佐賀)

10.高山峯夫，多国英之1 向江勝之1坂元正子，“家具及びブロ y クの振動 安定性

にi期する実験研究"日本建築学会中国 ・九州支部研究報告 第 7号 ・]

構造系，1987年 3月(佐賀)



11 早川邦夫 1 高山第夫，森田慶子，多田英 之，“免 震 情 造の Fea川 bilityStudy (その

J)ぺ日本建築学会中国・九州支部研究報 告 第 7号・ l 椛造 系， 1987年 3月

(佐賀)

12高山峯夫，多田英之 1 森田慶子，岡村憲治，“免震構造の FeasibiliiySludy (その

2)主に相互作用，長周 期入力に ついてぺ日本建築学会九州支部研究報告

第30号 .1 構造系，1988年 3月(大分)

J3 高山峯夫，多国英之3安藤勝利，森田慶子，河野剛."免震用 Damperにl則する

研究(その 3)LeadDamperの実験ぺ日本建築学会九州支部研究報告 第 30

号・ l 構造系，1988年 3月(大分)

J4 田辺太 一，高山峯夫，多国英之，金阿久子，石盛朋子，“免震椛造と市Jj長椛 i主に

ついてぺ日本建築学会九州支部研究報告 第 31号 ・] 憐造系，1989年 3月

(長崎)

15 高山第夫 3多田英之，武井辰夫，森田俊子;“免震構造に IJ!Jする解析的研究 ー

立体振動解析結果につ いて "日本建築学会九州支部研究報告 lf; 31号・

l 椛造系，1989年 3月(長崎)

16高山峯夫，多国英之，田辺太一i“ 免 震 構 造 に お け る 入力地震動についての

一考察(入力地震被の拡幅法と SIn波入 力について)ぺ日本建築学会九州支

部研究報告 第 31号 ・1 様造系，1989年 3月(長崎)

J7高山峯夫，多国英之，山根清和;“免震構造の FeasibilityStudy (その 3)ロッキ

ング応答についてぺ日本建築学会九州支部研究報告 第 31号 ・1 構造

系，1989年 3月(長崎)

18高山主張夫，多田英之，森田慶子，西島嘉奈子，“実大 Isolatorに関する実験研究

(その 5)固着型 Isolator"，日本建築学会中国・九州支部研究報告 第 8号・ 1

椛造系，1990年 3月(広島)

19高山主義夫，多田英之，早川邦夫，森田慶子，安藤勝利 3 兼重克之;“実大 Isolalor

に関する実験研究(その 6)Isolatorのクリ プ実験ぺ日本建築学会中国・九

州支部研究報告 第 8号・ 1 椛造系，1990年 3月(広島)

20高山峯夫，多国英之，吉田献 ー，森田慶 子戸積層ゴムの有限要紫解析(その

1)ゴムの材料のモデル化と解析結果"日本建築学会九州支部研究報告

第32号 ・1 構造系，1991年 3月(沖縄)

21 高山峯夫，多国英之3 吉田献ー，森田慶子，“積層ゴムの有限婆紫解析(その

2)応力 ・歪分布についてぺ日本建築学会九州支部研究報告 第 32号 ・]

m造系，1991年 3月(沖縄)
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2 日本建築学会大会 学術講演

I多田英之，高 山峯夫》多国羅史郎，“Aseismiclsolalorに|犯する研究(その 5)lscト

lalorの模型実験 2"，日本建築学会大 会 学 術 講 演 梗 概 m，椛造系，1982年 10月

(東北)

2多田英之，高山峯夫;安藤勝利，山口 Atl一，北川良和，長田甲斐 9j，“免震構造

にI則する実物実験(その 2)実験結果についてぺ日本位築学会大会学術講

演梗概集，構造系，1983年 9月(北陸)

3山口昭 一， 酒井章，多田英之，j'Qj山峯 夫3“免震 構造に関 する実物実験(その

3)実験結 果の解析"日本建築学会大会学術講演梗 紙袋，Hli造系，1983年 9月

(北陸)

4.多田英之，安藤勝利，高山峯夫;“AseismicIsolalorに関する研究(そ の 8)lsolalor

の模型実験 3ぺ日本建築学会大会学術講演梗純集，構造系，1983年 9月(北陸)

5多田英之 1 酒井章，安藤 勝 手1]， 高山裟夫 1“免 震 構造に関する 実物実験 (その

4)弾塑 ↑生パヰ型減 衰 装 置 に つ い て い ，日本建築学会大会学術講演使概m，

構造系，1984年 10月(関東)

6多国英之，酒井章，森回復子，高 山 峯夫，“免震構造に |期する 実物実験 (そ の

6)実験結果の考察ぺ日本建築学会大会学術講演便概集，B構造 I，1985年 10

月(東海)

7 秋山宏，高山峯夫，“曲げせん 断 系に お け る エ ネ ル ギ入力と段通降伏せん断

力係数分布(その 1)エネルギ入力についてぺ日本建 築学会大 会学 術論演

梗概m，B構造 1，1985年 10月 (東海)

B 高山峯夫，秋山宏，“曲げせん 断 系におけるエネルギ入力と段通降伏せん断

力係数分布 (その 2)せん 断 力係数分布についてぺ日 本建 築学 会大 会学 術

講演梗慨集，B構造 1，1985年 10月 (東海)

9多田英之， 和 田章，酒井章 3 高山峯夫i“免震構造に関する実物実験(その 7)地

震動観測 3 日本建築学会大会学術講演梗概集，B構造 1，1986年 8月(北海道)

10 多田英之，和田章，酒井.41.，高山峯夫，“免震構造に関する実物実験(その 9)

実施構造物の Isolalor 1，日本建築学会大会学術講演 綬 概 集，B構造 1，1986

年8月(北海道)

11.多国英之，酒井章，高 山 峯夫，安藤勝利，免震情造に関する実物 実 験(その 10)

実施構造物の IsoLalorn"，日本建築学会大会学術講演梗概築，B構造 I，1986 

年8月(北海道)



12 多国英之，酒井 1，1.1 高山峯夫，佐伯英 一 郎，“免震構 造に |刻 す るk物実験(そ

の 11) 'iÆ h~ 構造物の Steel Dampcr"，日本 w築学会大 会 学術論説従慨*，B椛

造 I，1986年 8月(北海道)

13 多田英之，酒井章，高山主張夫，森岡鹿子，“免震構造に|期する実物実験(その

12)Lead Damper ["，日本建築学会大会学術講演使概集，B構造 I，1986年 8

月(北海道)

14.多聞英之，酒井章 3 高山峯夫，早川邦夫，“免震構造に関する実物実験(その

13)Lead Damper 11ぺ日 本 建 築 学 会 大 会 学 術 講 演 梗 概築，B精進 lぺ1986年 8

月(北海道)

15 高山峯夫，秋山宏，“原子炉建屋への地震エネルギ入力"日本建築学会大会

学術講演綬慨集，Bf帯造 1，1986年 8月(北海道)

16. 山本和弘，高山峯夫， 和 田 ~1 多国英之."免震構造の動的解析においてモデ

Jレの自由度が応答 に及ぼす影響ー地震動観測記録との比較"日本 w築学

会大会学術 講 演梗 概 集，B構 造 1，1987年 10月(近畿)

17.安倍勇，早川邦夫 1 多国英之，高山峯夫，“免震構造の FeasibilityStudy(その 1)

免震構造の設計"日本建築学会大会学術講演梗概集，B構造 I，1987年 10月

(近畿)

18 高山峯夫，多国英之，森田慶子，安藤勝利，“免震構造に関する実物実験(そ

の 14)実施構造物 の Isolator田ヘ日本建築学会大会学術講演綬紙袋，B締造

1，1987年 10月(近畿)

19 高山峯夫，多田英之，森田慶子，3<:藤勝利，“免震構造に関する実物実験(そ

の 15)LeadDamper 111 ぺ日本建築学会大会学術議演授慨祭，B構造 I，1987年

10月(近畿)

20 高 山 峯夫，多 国 英之 3 森田1st子，安藤勝利，“免震構造に関する実物実験(そ

の 16)LeadDamper IVぺ日本建築学会大会学術講演梗概集，B構造 1，1987年

10月 (近畿)

21 高山峯夫，多田英之，百固有E児，西村保i“Isolatorの 有 限要素解析ぺ 日本建築

学会大会学術講演梗概集，B構造 1，1988年 10月(関東)

22 高山峯夫，多田英之，森田慶子，安藤勝利，“免震構造に関する実物実験(そ

の 17)実施構造物の IsolatorIV"，日本建築学会大会学術講演梗担!(m，B t荷造

I ，1988年 10月(関東)

23 高山峯夫，多国英之，安藤勝利，森回復子;“免震構造に関する実物実験(そ

の 18)Isolatorのク リープ実験ぺ日本建築学会大会学術講演梗慨m，Bm造

1，1988年 10月(関東)



24 松谷輝雄，田辺太一，高山峯夫，多国英之，“免震構造.$fJl辰椛造に|刻 dるー

考察， Base IsoIationとActiveMass Dampcr(Driver)の検討ヘ日本 位築学 会 大 会

学 術 講 演 梗 紙集，B構造 1，1988年 10月(関東)

25 多国英之， 和田章，高山峯夫，~田慶子1 岡村憲治3“免震情造における口 y キ

ングと地盤の影響 に関する 一 考察ぺ日本建築学会大会学術講演使概!.I1，B

構造 1，1988年 10月(関東)

26 森田慶子，高 山峯夫，多田英之，安藤勝利 3“免震構造に関する実物実験(そ

の 19)IsoIatorのクリープ実験 Hぺ日本建築学会大会学術講演使者ll!.l1，B椛

造 1，1989年 10月(九州)

27 高山峯夫，多国英之，松谷線!it，田辺太一，“免震 精進に関す る実験研究(そ

の20)LeadDamper Vぺ日本建築学 会大会学術講演梗概集，Bt，荷造 1，1989年

10月(九州)

28 田辺太 一，松谷線維，高山峯夫，多田英之，“免震構造の FeasibilityStudy実花

超高層 RC造への BaseIsoIation Systemの適用"日本建築学会大会学科;jM~ 演

使概築，B椛造 1，1989年 10月(九州)

29 西村保，高山峯夫 3多田英之j"ISOLATORの有限要素解 析(その 2)ゴム物性

のモデルイヒペ日本建築学会大会学術誌演便概集，B構造 1，1990年 10月(中

国)

30 高山峯夫，多国英之j"ISOLATORの有限婆紫解析(その 3)実大積層ゴムを

対 象とした解析ヘ日本建築学会大会学術講演梗概集，B構造 1，1990年 10月

(中国)

31 多田英之，高山峯夫;“ISOLATORの有限要素解析(その 4)応力・歪分布につ

いて ぺ日 本建 築学 会大会学術講演梗概築，B構造 1，1990年 10月(中国)

32 森田J&!子，高山峯夫3多田英之，安藤勝利 1“免震構造に関する実物実験(その

21)園者型 IsoIatorの実験ぺ日本建築学会大会学術講演梗概集，B構造 1，1990

年 10月(中国)

3 論文報告集

l多田英之，酒井章，高山峯夫，“基礎免 震情造システ ムの実験研究ぺ日本建築

学会構造系論文 報告祭，第 362号，1981年 4月

2.秋山宏，高山峯夫，“耐震極限設計におけるモーダノレ・アナリユノスの適用性

についてぺ日本建築学会構造系論文報告祭，第 364号，1981年 6月
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4 その他

l多田英之，高 山峯 夫，“免 震 構 造に 関 する実践的研究"福岡大学総合研究所

報，自 然科 学 編(第 16号)，No.70，1984年 2月

2高山峯 夫3酒 井 章 3多田英 之，平日 a章，“免 震 構 造 に関 する実物実験 (その 1)仮

動 実験と地 震 観測ぺ 第 7回日本地 震工学シンポジウム，1986年 12月(点京)

3 和田 章， 山本和弘，高山峯 夫，多 国 英之"免 震 構 造に l兇する実物実験(そ

の2)3方向地 震 動を考慮した動的解析'¥第 7回日本 地 震工学シンポジウ

ム，1986年 12月 (東京)

4多田英之，高 山 峯夫，免 震 構造に関する 実 践的研究(その 3)Isolalor，Dampcr 

につ い てぺ 福岡大学総 合 研 究所 報，自然科 学 編(第 21号)，No.97，1987年 3Jl

5. Mineo Takayama， Hideyuki Tada， Akira Wada;“A Research of Base lsolalion Sys-

lem by the Enforcemenl Conslruction" ，5th Canadian Conference on Earthquake 

E噌 neen時，July6 -8，1987(Ottawa， Canada) 

6. Mineo Takayama， Hideyuki Tada， Akira Wada;“A Practical Research of Base Iscト

lation SystemぺPaι凶cConference on Earthquake Engineering，August 5 -8，1987 
(Wai日 kei，New Zealand) 

7. Hideyuki Tada， Mineo Takayama， Yoshiharu Mae;“A Practical Study of Lead Damper 

for Base Isolation System (Part 1)ぺ福岡大学 工 学集報，第 40号，1988年 3月

8. Mineo Takayama， Akira Wada， Hiroshi Akiyama， Hideyuki Tada;"Feasibility Study 

on Base Isolated Building" ，Proceedings of 9th World Conference on Earthquake 

Engineeri略 August2 -9，1988(Tokyo -Kyoto， Japan) 

9. Akira Wada， Kazuluro Yamamoto， Mineo Takayama， Hideyuki Tada;“Dynamic 

Analysis of Base Isolated Structure using Various N umerical Models" ，Proceedings of 

9th World Conference on Earthquake Engineeri時 ，August2 -9，1988(Tokyo -Kyoto， 

Japan) 

10. Hitoshi Nishizawa， Tamotu Nishimura， Hideyuki Tada， Mineo Takayama， Ryuji 

Momota;“A Study on Rubber Bearing used in Base Isolation Systems，Presented at 

134th Technical Meeting of Rubber Division， Amcrican Chemical Society，October 

18 -21，1988(Cincinnati， Oh剖 0，USA) 

11. Mineo Takayama， Hideyuki Tada， Yoshiharu M記 i“APraιtical Study of Lead Damper 

for Base Isolation System (Part 2)"，福岡大学工学集報，第 45号，1990年 9月

12 高山峯 夫， 多国 英 之，森 田慶子;"Isolatorのク リー プ 実 験" 筒岡大学 工学 m
幸U，第 45号，1990年 9月
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13高山第夫，多国"!tf之， 森田慶 子;“国 :{J型 lsolatorに|主1する実験研ヲγ¥福岡大

学工学祭報，第 45号，1990年 9月

!4高山峯夫3多 国英之，“積層ゴムアイソ レータの有限袈禁解析ぺ福岡大学工

学:m報，第 45号，1990年 9月

15. Mineo Takayama， Hideyuki Tada， Ryuichi Tanaka;“Finete Elcment Ana.lysis of 

Laminated Rubber Bearing used in Base Isolation System" ，Presented at 138th 

Technical Meeting of Rubber Division， American Chemica.l Socicty，October 9 _ 

12，1990(W出 hingtion，D.C.，USA) 




